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第１章 序論 
 

１．１．核融合研究 

 
「いつ原油が底を尽くか」という問題に対し正確な評価は困難であるが、エネルギーの

安定供給の観点から新エネルギー源の確立が望まれている。２００３･２００４年資源エネ

ルギー年鑑[1]によれば２０００年において評価された原油の可採年数は３９．９年である。
可採年数は当該年末時の確認可採埋蔵量を当該年の年間生産量で除した数値である。１９

７１年から２０００年までの可採年数は２７．１年（１９７９年の評価）～４３．６年（１

９８９年の評価）の間で推移している。２０００年を除けば、１９８７年以降可採年数は

４０年以上を維持している。確認可採埋蔵量はその時点で確認されている埋蔵量である。

新たな油田発見や採掘技術の発展により確認可採埋蔵量は変化する。地球殻内にどれだけ

の原油が存在し、その内のどれだけを採掘可能であるかを示す究極可採量という指標も存

在する。最近一般に論じられているのは２兆バーレルであるが、この値は学術的な仮説の

域を脱し得ないものであり参考値にすぎないと言われている。敢えて究極可採量を２兆バ

ーレルとして２０００年の年間生産量で除すると原油の可採年数は約８０年と見積もられ

る。但し、年間生産量についても政治，経済及び省エネルギー技術等によって変化する。

従って、「いつ原油が底をつくか」という疑問に明確な数値で回答する事は困難である。こ

れらの統計から、数十年の単位で原油が底をつく事は無いと予想されるが、２００～３０

０年後に原油が枯渇する可能性は十分に考えられる。特に我が国においては、２０００年

における１次エネルギー供給に占める石油の割合は５１．８％を占めている。従って石油

代替エネルギー源の早期確立が望まれる。 
高速増殖炉も含む核分裂型の原子力発電は長期かつ膨大なエネルギー源として期待でき

る。但し、常に放射性物質や原子核爆弾製造技術の拡散に関連した安全性が議論される為、

安全に関する科学技術面や情報公開制度等の科学技術以外の面での改善等も望まれる。太

陽光発電，風力発電は自然環境面で高い評価を得ているが、局所的なエネルギー供給には

適しているが大規模のエネルギー供給を行うには技術的な課題が残っている。この中で核

融合発電は核分裂に基づく原子力発電や石油に代わって長期且つ膨大なエネルギー源の候

補として５０年近く前から研究・開発が進められている。 
 
 核融合発電の候補となっている代表的な核融合反応を以下に示す。 
   Ⅰ D2+T3 → He4+n1 （17.58Mev） 
      Ⅱ D2+He3 → He4+p1（18.34Mev） 
      Ⅲ D2+D2 → T3+p1（4.04Mev） 
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      Ⅳ D2+D2 → He3+n1（3.27Mev） 
pと nはそれぞれ陽子と中性子を表す。D2とT3はそれぞれ、重水素核と３重水素核を表し、

He3とHe4はヘリウムの同位体核を表す。括弧内には反応毎の放出エネルギーを示している。

Ⅰは反応ごとの放出エネルギーが最も大きいが T3は自然界では大気や土壌中にわずかしか

存在しない。ⅢとⅣの反応では海水中に存在する重水素のみを資源燃料に出来、無尽蔵な

資源を得られる。Ⅱの反応は中性子が核反応生成物に現れないという長所を持つが、He3は

月から調達する事になる。Ⅱ以外の反応においても核融合反応によって高レベル放射性廃

棄物が生まれず、核分裂炉に比べて放射性廃棄物の半減期が短い。また、核融合炉では核

分裂炉のように炉内に大量の燃料を入れておく必要がない事からも安全性に優れている。 
 十分な核融合反応が起こるように原子核同士を近づける為、上記の燃料粒子をプラズマ

状態にする。このプラズマを磁場によって閉じ込める方式は磁気閉じ込め核融合と呼ばれ

る。磁気閉じ込め核融合の中でもトカマク型装置，ヘリカル型装置，RFP(Reversed Field 
Pinch)装置，及びミラー型装置などがある。ここで、今日の磁気閉じ込め核融合において最
も高性能なパラメータを実現しているトカマク装置，及び本研究で対象とするヘリカル型

装置について述べる。 
 トカマク装置は構造が比較的容易である事などの理由から、現在最も高性能なパラメー

タを達成している。JET及び JT-60といった大型装置では、既に等価臨界条件(入力したエ
ネルギーとD-T燃料を用いたと仮定した場合に出力するであろうエネルギーの比Qが 1と
なる条件)をクリアしている。今後は更に大型の ITER(International Thermonuclear 
Experimental Reactor)の建設が確定している。トカマク装置ではプラズマ閉じ込め磁場形
成にプラズマ中を流れるトロイダル電流が必要である。定常的に電流を流し続ける事，デ

ィスラプションの発生確率の低減，及び発生した時の装置へのダメージの低減が課題であ

る。 
 ヘリカル装置はその研究の歴史自体はトカマク装置より古いが、世界的にトカマクに比

重を置いて研究が進められてきた事もあり、ヘリカル装置の閉じ込め時間や温度などの達

成パラメータはトカマク装置に劣る。しかし、プラズマ閉じ込め磁場形成にプラズマ中を

流れるトロイダル電流が不要である事からディスラプションの心配がない事や、定常運転

が容易である等、安定な核融合発電炉を目指す上で利点がある。 
 
 
 

１．２．MHD平衡同定の意義 

 
 磁気閉じ込めプラズマでは、径方向の圧力勾配の為に外側へ広がろうとする力と Lorentz
力との間で均衡を保つ事によりプラズマを閉じ込める。この状態を電磁流体力学的
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(Magnetohydrodynamics :MHD)平衡状態と呼ぶ。この時、磁力線を追跡すると入れ子状の
磁気面が構成される（但し、６章で述べるようにヘリカル装置ではベータ値(プラズマ圧力
／磁気圧力)が高くなるとプラズマ周辺領域の磁気面構造が乱れる）。MHD平衡状態によっ
て、プラズマの安定性や閉じ込め性能は大きく影響を受ける。従って MHD 平衡状態を知
ることは安定性，及び輸送研究に欠かすことが出来ない。MHD平衡同定とはMHD平衡状
態の磁場分布もしくは MHD 平衡を保つためのプラズマ中の電流分布を同定することであ
る。MHD平衡を同定する手法としては大きく分けると２つある。１つは直接プラズマ中の
電流分布や磁場分布を計測する方法であり、もう１つはプラズマの境界形状，プラズマの

全圧力とその分布，正味トロイダル電流とその分布（以上は MHD 平衡量と呼ばれる）を
計測し、これを入力条件としてMHD平衡の式を解く方法である。 
トカマク装置においては、実時間でプラズマ境界位置，磁気軸，及び磁気面分布を同定

する手法が確立している。この同定された MHD 平衡配位を基に、放電中に MHD 平衡配
位の制御を行う「実時間フィードバック平衡制御」が MHD 不安定性回避や閉じ込め改善
といった成果を挙げている[2，3]。他方、ヘリカル装置においては、MHD平衡配位の制御
が運転に不可欠ではない事から、放電中の実時間フィードバック平衡制御は行われていな

い。しかし、LHD実験結果に代表されるようにヘリカル装置において近年、到達ベータ値
の記録更新が進んでおり[4]、圧力が誘起する MHD 平衡の変化(特に磁気軸位置のシフト)
が今後の到達ベータ値を制限したり、閉じ込め特性の劣化などの問題を引き起こす可能性

がある[5, 6]。また現状のベータ値においても、理論計算によればプラズマ周辺の磁場構造
が入れ子状の磁気面構造ではなく、磁気島や磁気面の乱れた領域（ストキャスティックな

磁場構造）となっていることが予測されている[7, 8]。磁気軸シフトの抑制や磁気島や磁気
面の乱れた領域の制御を目的として、ヘリカル装置においても実時間フィードバック平衡

制御の効果が期待される。この為には、実時間で MHD 平衡を同定する必要があるが、ヘ
リカル装置において実時間でのMHD平衡同定は行われていない。 
 
 
 

１．３．磁気計測の目的 

 
 磁気閉じ込めプラズマの診断の為に様々な計測器が用いられる。磁気計測の目的は以下

の２点である。 
    (1) MHD平衡計測 
  (2) MHD揺動計測 
(1)の MHD平衡計測は MHD平衡が保たれるようにプラズマ中に流れる電流に起因した磁
場，及びMHD平衡を特定する為に重要な正味のトロイダル電流を計測し、MHD平衡量と
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MHD平衡分布を同定する事を目的としている。 (2)のMHD揺動計測はプラズマ閉じ込め
に影響を与える擾乱の時間の変化，及び空間的構造の理解を主な目的としているが、磁場

配位により MHD 不安定性の発現条件が異なるので、磁場揺動の発現と消滅の様子から特
定有理面の有無などの MHD 平衡配位に関する情報を得ることにも使われることがある[9, 
10]。この内、本研究で対象とするのは(1)である。MHD平衡計測において磁気計測器が持
つ長所は 
  ・比較的速い時間分解が可能であり、MHD平衡制御に適している 
  ・他の計測器で同定手法が確立していない物理量をMHD平衡量として評価できる 
の２点である。以下にこれらについて述べる。 
 
 磁気計測器では露光時間の様なデータの蓄積を必要としない。従って原理的には比較的

速い時間分解が可能であり、実時間での MHD 平衡同定や MHD 平衡制御を行う上で適し
ている。トカマク装置においては磁気計測単独、または磁気計測とその他の計測器との組

み合わせにより、プラズマ境界形状，磁気面分布，圧力分布，及びトロイダル電流分布と

いった MHD 平衡分布の同定の研究が行われている[10-13]。トカマクの研究において磁気
計測だけから MHD 平衡を同定する場合、プラズマ境界形状と磁気面分布に関しては精度
良く同定が行われるが、トロイダル電流分布を同定する場合には Grad-Shafranov方程式を
用いた手法は一般に数学的な非適切問題（実験で得られる磁気計測データと矛盾の無い

MHD平衡が複数存在する）となることが知られている。これに対し、数学的に非適切性を
回避する為に Grad-Shafranov 方程式を用いない手法の提案も行われている[11-13]。この
ようにトカマク装置における磁気計測による MHD 平衡同定は、その分布の同定の段階に
まで研究が進んでおり、前節で述べたように MHD 平衡制御にも用いられている。一方、
ヘリカル装置において磁気計測によるMHD平衡同定に関する初期的な報告[14, 15]はある
が、実験におけるMHD平衡分布の同定手法は確立していない。ヘリカル装置においてMHD
平衡分布同定，及び MHD 平衡フィードバック制御が実現すれば閉じ込め改善や到達ベー
タ値の更新といった事に繋がる可能性がある。この為には、まず実験と矛盾の無い MHD
平衡解を得る為の平衡コードとその MHD 平衡解に対応する磁気計測信号を得る為の磁気
計測器信号解析コードが必要である。 
 次に磁気計測以外では計測手法が確立していない物理量の同定に関する長所を述べる。

速度空間的に等方な熱化圧力分布を同定する場合、トムソン散乱計測，遠赤外（Far Infrared 
laser：FIR)レーザー干渉計，荷電交換分光器 (Charge Exchange Recombination 
Spectroscopy：CXRS)等の計測器を用いることによりその同定が可能である。しかし中性
粒子ビーム入射（NBI）加熱等を行った際、十分に熱化しないビーム圧力が存在する。ビー
ム圧力は NBI入射方向によって速度空間的に非等方な圧力となる。他の計測器では非等方
圧力の計測手法は確立していない。また、従来の MHD 平衡，安定性，及び輸送では等方
圧力を仮定した研究が一般的であった。磁気計測により圧力の非等方性を定量評価できれ
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ば安定性研究，及び輸送研究の新展開の可能性がある（詳細は５章にて述べる）。 
 
 
 

１．４．本研究の意義 

 
 本論文ではヘリカル装置における磁気計測による MHD 平衡量同定に関する研究につい
て述べる。従来ヘリカル装置では磁気計測による正味プラズマ電流，蓄積エネルギー，及

びベータ値といったMHD平衡量が計測されてきた。但しMHD平衡量の評価は 
i）等方圧力を仮定 

  ii）全ての磁気面で正味トロイダル電流がゼロ 
  iii）きれいに閉じた入れ子状の磁気面を仮定 
といった仮定を用いて行われている。これらの仮定は実験において十分に満足されない場

合が多く、これらを考慮することにより「同定する MHD 平衡量の高精度化」や、従来計
測が困難であったMHD平衡量の同定を行う「MHD平衡量同定手法の高度化」が可能とな
る。本論文はこの高精度化と高度化を目的とした研究である（詳細は３．３節にて述べる）。

MHD平衡量の高精度化と高度化により、それを用いるMHD平衡研究，安定性研究，及び
輸送研究といった研究分野の飛躍的な発展に繋がる可能性がある。また、本論文ではMHD
平衡量の高精度化を目指す上で、実験と矛盾の無い MHD 平衡解を得る為の平衡コードに
ついての考察，及びその MHD 平衡解に対応する磁気計測信号を得る為の磁気計測器信号
解析コードの開発を行っている（３．３節及び６章参照）。以上の研究は今後、プラズマの

境界形状，圧力分布，及びトロイダル電流分布といった MHD 平衡量の同定の高精度化を
通じてヘリカルプラズマ（３次元環状磁気閉じ込めプラズマ）の MHD 平衡同定手法確立
のための礎となる。 
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第２章 実験装置 
 

２．１．大型ヘリカル装置（Large Helical Device） 

 
 本論文で述べる計測、及びデータ解析は自然科学研究機構・核融合科学研究所において

稼動している大型ヘリカル装置（Large Helical Device：LHD）[1]を対象として行った。
LHDはヘリオトロン型の磁場プラズマ閉じ込め装置である。図２．１．１と図２．１．２
に LHD の構造図と断面図を示す。LHD は２極の超伝導ヘリカルコイルと３対６本の超伝
導ポロイダルコイルにより閉じ込め磁場を生成する。ヘリカルコイル断面の幾何中心は小

半径 955mm、及び大半径 3900mm のトーラスの表面を回転している。ポロイダル断面で
見たプラズマ断面形状はほぼ楕円であり、トーラス１周の間に１０の周期を持って回転す

る（トロイダル周期数：n=10）。ヘリカルコイルと真空容器の形状も同じトロイダル周期性
を持っている。ヘリカルコイルによりプラズマ閉じ込めに必要なトロイダル磁場とポロイ

ダル磁場を発生させ、ポロイダルコイルにより双極磁場，四重極磁場，六重極磁場，及び

漏れ磁場を変化させ、プラズマの大半径（3.5～4.1m）やポロイダル断面形状(縦長楕円～
横長楕円，及び三角度の付加)を制御することが可能である。またヘリカルコイルは小半径
方向に３層に分かれており、層間のコイル電流比を変化させる事によりプラズマの小半径

や回転変換の大きさを制御することが可能である。最も標準的な運転配位は磁気軸大半径

位置：3.6m，プラズマ平均小半径：0.64m，トロイダルに平均したプラズマの断面形状：
ほぼ円形(楕円度κ=1.02)，中心の回転変換：0.38，最外殻磁気面での回転変換：1.57 であ
る（以後、これを標準磁場配位と呼ぶ）。また最大磁場強度は３T である。図２．１．３に
標準磁場配位での真空での回転変換分布，及び縦長と横長断面における磁気面形状を表す。 
 LHD本体は超伝導コイルの他に、プラズマ真空容器，電磁力支持構造物，断熱真空容器，
ヘリカルコイルを囲うヘリカルコイル缶，及びその支持の役割を果たすシェルアームとい

った構造物により構成されている（図２．１．１，図２．１．２）。 
 LHDの加熱装置は２００４年度（第８サイクル）実験終了時点で１３MWの NBI加熱，
２MWの電子サイクロトロン加熱（ECH）装置，及び３MWのイオンサイクロトロン加熱
（ICRF）装置が設置されている。NBIは３台が接線方向入射（図２．１．４参照）であり、
各々２台の負イオン源により構成されている。尚、２００５年度（第９サイクル）には正

イオン源の垂直方向（トーラス径方向）入射 NBI１台（３MW）が新設された。 
 LHDにはプラズマ診断の為、様々な計測器が設置されている[2]。本研究で主に用いる計
測器である磁気計測器については次節にて述べる。また、本研究と密接に関係する計測器

として、磁気計測器以外にトムソン散乱計測による電子温度分布計測[3]，及び FIRレーザ
ー干渉計[4]による高速の電子密度分布測定が挙げられる。 
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次に、LHDにおけるプラズマパラメータについて述べる。表２．１．１は２００５年１
２月現在の LHDにおける到達パラメータを示す。この内、MHD平衡に関するパラメータ
として平均ベータ値が挙げられる。LHDの到達ベータ値は４．４％であり、これはヘリカ
ル型閉じ込め装置では世界最高値となっている。磁場強度により到達最高ベータ値や到達

最高ベータ達成時の温度，及び密度が大きく異なる。磁場強度別の高ベータプラズマのパ

ラメータ領域把握の為、代表的な磁場強度別の到達最高ベータ値における電子密度と電子

温度を表２．１．２に示す。一般にプラズマに吸収されるパワーが一定であると磁場強度

が低いほど高ベータ値の達成が可能である。しかし磁場強度が弱くなると高エネルギー粒

子の損失が多くなる。また、加熱効率の劣化に伴い到達密度も小さくなる。これらの事か

ら、最高ベータ値を得る磁場強度には最適値がある。LHDの場合は 0.45Tが高ベータ運転
に適した磁場強度となっている。磁場強度により到達最高ベータ値を与える電子温度は中

心において 0.5～0.8keVとそれほど大きくは変わらないが密度領域は１０倍近く異なる。 
ベータ値の他に MHD 平衡に影響を与えるものとしてトロイダル電流が挙げられる。

LHDでは原理的にプラズマ閉じ込めにトロイダル電流を必要としないので電流駆動を行う
必要がないが、幾つかの種類の非誘導電流が流れる。最も大きな非誘導トロイダル電流は

NBIによる大河電流である。LHDの通常のトロイダル磁場は LHDを上から見て時計回り
であり、回転変換に対応した等価的なプラズマトロイダル電流の方向も時計回りとなる。

LHDを上から見て時計周り方向を co，また反時計方向を ctrとすると、LHDは co方向に
１台，ctr方向に 2台の NBIを持っている（図２．１．４参照）。片方向のみの NBIを入射
する事によりその入射方向に大きな大河電流が観測される。大河電流が最大となる電子密

度はその他の条件にもよるが、表２．１．２に示した密度より低い（線平均電子密度 1×
1019[m-3]程度）。また表２．１．２に示すような高ベータや高蓄積エネルギーが達成される
運転では coと ctr両方向から NBIを入射するため、表２．１．２では観測されたトロイダ
ル電流は小さい。LHD において観測されたことのある最大トロイダル電流は
|Ip/Bt0|=130[kA/T]である(Bt0は磁場強度でありこの時は１T)。この時の線平均電子密度 1
×1019[m-3]であり、NBIは ctr2台のみを入射している。 
 
 
 

２．２．ＬＨＤのMHD平衡特性 

 
 LHDのMHD平衡特性を示す為に、図２．２．１に LHD標準配位（真空配位での磁気
軸 3.6m）における等方圧力と入れ子状の閉じた磁気面を仮定したMHD平衡コード（３章
にて述べる自由境界 VMEC）による磁気軸(Rax)，最外殻磁気面の幾何中心(Reff )，回転変換
分布(ι/2π)，及び磁気井戸深さ(-ΔU /U)のベータ値依存性を示す。ここでプラズマ境界は、
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横長断面のトーラス外側位置が真空での最も外側のきれいに閉じた磁気面を通ると仮定し

ている（図６．A．５参照）。反磁性体積平均ベータ値<βdia>は以下の定義による。 

0
2

0

0

2

32

µ
β

av

pdia
dia B

VW
>=<  ・・・（２．２．１） 

ここで Wdiaは反磁性ループによって評価されたプラズマ蓄積エネルギーである。Vp0 はプ

ラズマ体積であり真空磁場における最外殻磁気面から評価している。また、Bav0はプラズマ

境界中の平均トロイダル磁場であり、真空配位において評価している。単位磁束当たりの

磁力管の体積 Uは次の定義による。 

∫=∆Φ
∆

=
B

VU ld
 ・・・（２．２．２） 

Vはプラズマ体積，Φはトロイダル磁束， ld は磁力線に沿った線要素，また Bはトロイダ
ル磁場強度を表す。磁気井戸の深さは 

0

0

U
UU

U
U ρ−

=
∆

−  ・・・（２．２．３） 

で表される。ここで、U0は磁気軸上のU, Uρは磁気軸より外側の磁気面におけるUである。
プラズマの交換不安定性の安定条件は、(-ΔU /U)の勾配＜０で表される。 
 図２．２．１より、ベータ値の上昇と共に以下の現象が見られる。 
 磁気軸：トーラス外側へシフト 
 最外殻磁気面の幾何学中心：トーラス外側へシフト 
 回転変換： 
   プラズマ中心領域では増加 
   プラズマ周辺領域では減少 
 磁気井戸/丘： 
   プラズマ中心領域では磁気井戸領域拡大 
   プラズマ周辺領域では常に磁気丘 
 ベータ値の増加によって圧力勾配 (dp/dr)が増加する。圧力勾配の増加は
Pfirsh-Shlüter(P.S.)電流を増加させる。磁気軸や最外殻磁気面は P.S.電流が作り出す垂直磁
場の増加によりトーラス外側へシフトする。磁気軸シフト量は最外殻磁気面シフト量より

大きいことが分かる。 
回転変換はプラズマ中心領域では増加し、周辺領域では減少する。また、磁気シアパラ

メータは 







=Θ
π2d

d2 ι

rR
r

 ・・・（２．２．４） 

である為、回転変換分布からプラズマ中心領域では磁気シアが弱く，周辺領域では磁気シ

アが強いことが分かる。 
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LHD標準真空配位において、ベータ値がほとんどゼロのプラズマではプラズマ全領域に
おいて磁気丘が形成される。有限ベータの磁気軸位置のシフト量がプラズマ周辺磁気面の

シフト量より大きい事により、高ベータプラズマでは磁気軸付近の領域には磁気井戸が形

成される。一方、周辺領域は常に磁気丘である。また、真空配位における磁気軸がトーラ

ス内寄せでは磁気井戸が形成され難く、外寄せでは磁気井戸が形成されやすいという特徴

を持つ。 
 
 また、ヘリカル装置の平衡の特色としてプラズマ周辺に磁気島や乱れた磁気面領域（エ

ルゴディック領域）を持つことが挙げられる。入れ子状の閉じた磁気面を仮定しないMHD
平衡コード（３章にて述べる HINT）により計算したポアンカレマップを図２．２．２に示
す。ベータ値の増加に伴いプラズマ周辺において、磁気島の発生や乱れた磁気面領域の拡

大が見られる。 
 
 
 

２．３．LHDにおける磁気計測器 

 
 磁気計測器は電気導体を 1 回，または複数回巻いたコイルもしくはループ状のものであ
り、コイルもしくはループの囲む面積(S )中を通過する磁束の変化を計測するものである。
磁束が時間変化した場合、ケーブル状の導体の両端子に誘起電圧が発生する。誘導電圧は 

 
t
BNS

t
NV

d
d

d
d

=
Φ

=  ・・・（２．３．１） 

で表される。ここで Nは巻き数，Φは磁束，及び Bは磁束密度を表す。MHD平衡同定に
おいては BまたはΦを基に解析を行うため、磁気計測器から得られる信号 Vを時間積分す
る必要がある。MHD 揺動計測においては揺動磁場の時間変化 dB /dt を基に解析を行うた
め積分は不要である。本研究ではプラズマの蓄積エネルギー，平均ベータ値、及び圧力非

等方度といった平衡量の同定を目的とするが、磁気計測器により得られる磁場や磁束から

それらの平衡量を同定するための手法が必要である。その手法については次章以降で述べ、

本章では以下、磁気計測器のハードウエアについて述べる。 
 
コイルの巻き方によって磁気計測器は 
・ 磁束ループ 
・ 磁気プローブ 
・ ロゴスキーコイル 
の３種類の呼称を持つ。この中でも磁束ループは反磁性ループ，ワンターンループ，サド
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ルループ，及びポートループといった呼称を持つ。LHDにおける磁気プローブのSは10-4m2

のオーダーであり、磁束ループの Sは 10-1～101m2のオーダーである。ロゴスキーコイルは

ソレノイド状に巻いた導体を計測対象の周囲に巻き付けることで計測対象を流れる電流を

計測する。この他にもホール素子等の半導体素子を用いた磁場の計測器もある。 
 磁気計測器は構造物に沿って配置するが、プラズマと計測器間に構造物がある場合プラ

ズマによる磁場の変化が構造物に浸透し、時間応答が変化すること、また極力プラズマに

接近させる事により S/N 比を高める事を考えると、一般に磁気計測器はプラズマ真空容器
内の内壁に沿って設置することが望ましい。LHDにおいても表２．３．１に示すように幾
つかの磁気計測器がプラズマ真空容器内部に設置されている。図２．３．１に LHDのプラ
ズマ真空容器内部を示す。図２．３．２に LHDの反磁性ループの形状を、図２．３．３～
図２．３．６に LHDのサドルループの形状を示しているが、このような複雑な真空容器形
状のためにこれらの磁束ループの形状も円形や四角形といった単純な形状とはならない。

このような複雑な形状の磁束ループの配置を考慮した解析が必要であるが、３章で述べる

磁気計測器信号解析コードは任意の配置の磁束ループについて、そのループ面積中を通過

する磁束を評価することが出来る。 
 
 LHDにおける磁気計測器を表２．３．１に示す。以下に本研究で主として用いるロゴス
キーループ，反磁性ループ，サドルループ，及びその他の計測器について構造，材質，設

置位置，及び用途について述べる。その後、データ収集設備について述べる。 
 
ロゴスキーコイル 
 トロイダル電流計測用ロゴスキーコイル（図２．３．７）はφ=0.5mmのMineral Insulated 
(MI)ケーブルを用いている。MI ケーブルはコアは銅，シース部がステンレス(SUS316)，
絶縁材は酸化マグネシウムを用いている。耐熱特性は 600 度である。外径 5mm のステン
レスボビンに密に巻かれ外側はφ=9mm のステンレスパイプで覆われている。コイルとの
絶縁は酸化マグネシウムを用いている。絶縁材からの脱ガス対策としてコイルの両端はセ

ラミック端子により気密し、コイル内部に窒素ガスを充填している。その他にも外部コイ

ル電流や構造物電流の計測を目的として、表２．３．１と図２．３．８に示すロゴスキー

コイルが設置されている。これらのロゴスキーコイルはコイル線に 2本撚 FEPジュンフロ
ン線（導体外径 0.24mm, 絶縁体外径 0.54mm, 撚り合せ外径 1.08mm）を用い、コイルボ
ビンは FEP ジュンフロン線を用いている（FEP：フッ素樹脂被膜の一種）。外側にはシー
ルドとしてアルミテープを用いている。 
 
反磁性ループ 
反磁性ループは一重巻きのループである。φ=2.3mmのMIケーブルを用いている。平均
ベータ値と蓄積エネルギーの評価に用いる。一定トロイダル角に設置されておりトロイダ
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ル方向磁束に敏感であり、垂直方向磁場や径方向磁場に鈍感である。トロイダル磁束を誘

起する要因としては有限ベータによる反磁性磁束，トロイダル電流，ヘリカルコイル電流

の変化，及び構造物内電流が挙げられる。 
 ヘリカル装置は閉じ込め磁場形成にトロイダル電流を必要としないが、各種の非誘導電

流に起因した正味のトロイダル電流が流れる。ヘリカルコイルがトロイダル電流及びポロ

イダル電流の双方と結合している事と各種構造物にギャップが無い事から、トロイダル電

流はヘリカルコイルや構造物に誘導電流を生じ、この誘導電流がトロイダル磁束を作る。

反磁性ループで計測される磁束(Φloop)には、有限ベータによる反磁性磁束(Φdia)以外にヘリ
カルコイル電流の変化や構造物電流の変化が作り出す磁束(Φext)が含まれる。 
Φloop =Φdia＋Φext ・・・（２．３．２） 
大きなトロイダル電流が流れる放電においてはこの影響が無視できない大きさになる。従

って、ΦloopからΦdiaを得るためにはΦextを補正する必要がある。各構造物に流れる渦電流

を Ist ，トロイダル電流により各ヘリカルコイルに誘起される電流を IHC ，構造物と反磁性

ループとの相互インダクタンスをMst，また各ヘリカルコイルと反磁性ループとの相互イン

ダクタンスをMHCとする。これらを用いてΦextを 

HCHCststext IMIM ∑∑ +=Φ  ・・・（２．３．３） 

であらわす。ポロイダルコイル単体励磁試験において反磁性ループに誘起される磁束は計

測誤差（S/N）の範囲内であった。従って、ポロイダルコイルと反磁性ループとの相互イン
ダクタンスは十分小さく、ポロイダルコイル電流の変化の効果は無視できる。（２．３．３）

右辺第１項は 

spspsasavvvvstst IMIMIMIM ++=∑  ・・・（２．３．４） 

で表す。MVV，Msa，及びMspはそれぞれ反磁性ループとプラズマ真空容器，シェルアーム，

及び電磁力支持構造物との相互インダクタンスを表す。IVV，Isa，及び Ispはプラズマ真空容

器ポロイダル電流，シェルアーム電流，及び電磁力支持構造物ポロイダル電流を表す。IHC，

Isa，及び Isp は前述のロゴスキーコイルにより計測している。相互インダクタンスは

Biot-Savart の法則により各座標から評価する。Biot-Savart の法則を用いると反磁性ルー
プ上の任意の点 xrにおけるペクトルポテンシャルは 

( ) ∫ −
=

'
'd

4
0

xx
xI

xA rr

r
rr

π
µ

 ・・・（２．３．５） 

で表される。ここで、Iは電流源の電流値であり、 'xr は電流源の位置ベクトルである。電流

源とは、各ヘリカルコイル，各ポロイダルコイル，プラズマ真空容器，シェルアーム，及

び電磁力支持構造物を意味する。I =1[A]として評価したベクトルポテンシャルを 

( ) ∫ −
=

'
'd

4
0

xx
xxa rr

r
rr

π
µ

 ・・・（２．３．６） 
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とすると相互インダクタンスは 

l
rr

d∫= aM  ・・・（２．３．７） 

で表される。ここで l
r

d は反磁性ループの線要素である。反磁性ループの位置 x
r
とその線要

素 l
r

d は設計値を用いる。またヘリカルコイルの位置 'x
r
とその線要素 'xd

r
も設計値を用いる。

電磁力支持構造物はポロイダル方向に沿った円形のフィラメントで近似し、その分割点を

'xr とし、分割点間の微小ベクトルを 'd xr としている。シェルアームはヘリカルフィラメント

で近似し、同様に 'x
r
と 'd x

r
を決める。これらの x

r
， l

r
d ， 'x

r
及び 'xd

r
と（２．３．６）と（２．

３．７）より相互インダクタンスを評価できる。プラズマ真空容器はトーラス１周の平均

小半径を基に、トーラスシェルとして近似して、自己インダクタンスを導出する。プラズ

マ真空容器と反磁性ループとの相互インダクタンスは、プラズマ真空容器の自己インダク

タンスを基にプラズマ真空容器と反磁性ループの断面積の比を乗じて評価している。プラ

ズマ真空容器ポロイダル電流（IVV）は LHD の構造上の都合によりロゴスキーコイルを設
置することが出来ない。そこで次式の微分方程式を解く事により、プラズマ真空容器に誘

起される電流値を評価している。 

0
d

d

d
d

d
d

d
d

d
d

=







−−

Φ
+

++++

∑∑

∑

ststHcHc
loop

HC
vHC

sp
vsp

sa
vsa

vv
vvvvvv

IMIM
t

t
I

M
t

I
M

t
I

M
t

I
LIR

 ・・・（２．３．８） 

ここで、Rvvと Lvvはそれぞれプラズマ真空容器の抵抗と自己インダクタンスであり、材質

の抵抗率とトーラス円環形状で近似したプラズマ真空容器形状を基に評価している。Mvsa

と Mvspはプラズマ真空容器とシェルアーム，及びプラズマ真空容器と電磁力支持構造物間

の相互インダクタンスである。MvHCは各ヘリカルコイルとプラズマ真空容器との相互イン

ダクタンスである。図２．３．９にΦloopとΦextの各要素の時間変化の例を示す。Φextの大

部分はヘリカルコイルと電磁力支持構造物による磁束である事が分かる。ヘリカルコイル

と反磁性ループの相互インダクタンスはヘリカルコイルの単体励磁試験により妥当性を確

認している。電磁力支持構造物の相互インダクタンスの誤差要因としては、構造物内のポ

ロイダル方向電流の経路が考えられる。Mspは電磁力支持構造物の平均小半径が最小のポロ

イダル方向電流経路を仮定して評価している。平均小半径が最大の電流経路を通ると仮定

した場合の評価を図２．３．９に破線で示している。電流経路による誤差は（Φloop-Φext ）

で３％の差であり十分小さい。プラズマのトロイダル電流と真空容器ポート、及び反磁性

ループと真空容器ポートとの間の相互インダクタンスは、少なくともそれらとポロイダル

コイルとの間の相互インダクタンスより小さいと考えられる。前述のようにポロイダルコ

イル電流の変化が反磁性ループに与える影響が十分小さいことから、真空容器ポートの渦

電流が反磁性ループに与える影響は十分小さいと考えられる。ΦloopにはΦextの他にトロイ
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ダル電流自身が作り出すトロイダル磁束が含まれるがこの補正方法については４章にて述

べる。 
 
サドルループ 
 サドルループも反磁性ループと同じく一重巻きのループである。材質も反磁性ループと

同じ物を用いている。現在は平均ベータ値，蓄積エネルギー，圧力非等方度の評価，及び

磁気島構造の評価に用いている。更に本論文の成果を基に圧力分布や磁気軸といった平衡

同定や磁場揺動計測に用いる事も出来る。 
図２．３．３～図２．３．６に LHDのサドルループの配置を示す。真空容器形状はヘリ
カルコイル形状に依存しており、サドルループはその真空容器内壁に設置されている。図

２．３．３は(x,y,z)座標においてサドルループの配置を示している。合計２４個のサドルル
ープが設置されている。トロイダル角が約１８０度離れた２箇所に１２個ずつのループが

ある。１トロイダルセクションの１２個のループは赤道面の上方と下方にそれぞれ６個ず

つ配置されている。図２．３．４に１トロイダル周期、且つ赤道面より下側に配置されて

いる６個のサドルループの配置を示す。プラズマは一般にトロイダル周期対称、及び上下

対称であるので、その他の１８個のサドルループ信号は図２．３．４に示した６個のサド

ルループ信号と同じか、または極性が反対で絶対値が同じである。図２．３．４の６個の

サドルループの内の１個を図２．３．５に示す。また、図２．３．６は６個サドルループ

をポロイダル断面に投影した(r,z)座標で模式的に表している。図２．３．５と図２．３．６
よりサドルループは垂直方向、及び小半径方向の磁場に敏感であることが分かる。また図

２．３．４からそれ以外の方向（トロイダル方向φとポロイダル方向θ）の磁場に鈍感で

あることが分かる。この事からサドルループは３章にて述べる P.S.電流に敏感であると考え
られる。 
 本論文ではトロイダル周期対称と上下対称を仮定した MHD 平衡解析を行う為、図２．
３．４と図２．３．６に示す６種類のサドルループを用いるが、その配置を図２．３．６

に示したポロイダル角θによって表す事とする。また本論文ではサドルループ磁束の上下

対称性とトロイダル周期対称が得られている実験データのみを取り扱っている。磁気島構

造や磁場揺動が観測される場合には、これらの周期性が破られており、磁気島構造の解析[5，
6]，磁場揺動解析には２４個のサドルループが用いられる。 
 サドルループはヘリカルコイルに沿って配置されているためヘリカルコイル電流の変化

の影響を受けにくい。またその配置から構造物電流の変化の影響も受けにくい。従ってプ

ラズマ中を流れるトロイダル電流が小さい場合には、コイル電流や構造物電流の変化は小

さい。サドルループの配置はポロイダルコイルとの相互インダクタンスが比較的大きいが、

トロイダル電流が小さく、且つ放電中にコイル電流値を積極的に制御しない実験において

はポロイダル電流の変化が小さい。トロイダル電流が大きい場合や、放電中にコイル電流

値を能動的に制御する実験に対しては反磁性ループの項で述べた手法により、コイル電流
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や構造物電流の作り出す磁束の補正が必要となる。５章と６章ではサドルループにより P.S.
電流を計測対象としているが、プラズマ中のトロイダル電流がサドルループに誘起する磁

束は P.S.電流の誘起する磁束に対して無視できない大きさになることがある。トロイダル電
流が図２．３．４に示したサドルループに誘起する磁束を LHD標準配位(磁気軸 3.6m)にお
いて簡易的に評価した結果を以下に示す。トロイダル電流をトーラス１周の環で近似する。

環は磁気軸(3.6mとした)であり、赤道面に配置する。Boit-Savartの法則により両者の相互
インダクタンスを計算すると、相互インダクタンス M=1.4×10-8[H]となる。すなわちトロ
イダル電流 Ip=1[kA]当たり 1.4×10-5[Wb]の磁束がサドルループに誘起される。P.S.電流に
よりサドルループに誘起される磁束の大きさは圧力分布や圧力非等方度などプラズマの条

件に依存する（磁束詳細は５章，６章にて述べる）が、典型的な圧力分布と等方圧力にお

いて、概して平均ベータ値１[％]当たり約 5×10-4[Wb/T]の磁束が誘起される。これらの相
互インダクタンスと P.S.電流による磁束から、平均ベータ値１[％]で Ip/Bt=33[kA/T]の場合
では、トロイダル電流による磁束は P.S.電流による磁束と同程度の大きさとなる。本研究で
は５章，６章にて述べるようにトロイダル電流の小さな実験データを解析対象としている。

トロイダル電流が大きい実験に対しては４章にて述べるトロイダル電流が作り出す磁束の

補正手法をサドルループに適用することが必要である。 
 
その他の磁気計測器 
 上記で説明したロゴスキーコイル，反磁性ループ，及びサドルループ以外の磁気計測器

として LHDにはワンターンループ，ポートループ，及び磁気プローブが設置されている（図
２．３．１０～図２．３．１２参照）。ワンターンループはトロイダル１周電圧の計測を通

じでトロイダル電流の研究に用いられる。ポートループコイルは水平方向磁場(BR )に敏感
であり、磁気島の拡大，縮小の機構解明に用いる。磁気プローブは現在、磁場揺動解析に

用いているが、今後詳細な平衡分布の解析に用いることも可能であると考えられる[7]。 
 
データ収集設備 
次にデータ収集装置について述べる（図２．３．１３参照）。MHD 平衡同定においては

B またはΦを基に解析を行うため、磁気計測器から得られる信号 V を時間積分する必要が
ある。MHD揺動解析においては揺動磁場の時間変化 dB / dtを基に解析を行う。微分信号
を数値積分する場合、ＡＤ変換器のサンプリング周波数より速く変化する現象の積分が出

来ない為、トロイダル電流消滅時等の高速の信号の変化を十分に計測できないといった問

題があり、アナログ積分器を使用することが望ましい。この為、LHDにおける磁気計測シ
ステムでは微分信号と積分信号を別々にデータ収集している。図２．３．１３に示すよう

に計測器からの生信号を分岐し、積分器を通す積分信号系とそれを通さない微分信号系に

分けている。 
微分信号系においては計測室までの間での環境ノイズによる S/N 比の低下を防ぐ為に、
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なるべく磁気計測器に近い場所で増幅した後に LHD本体室外の計測室に伝送する。その後、
ＡＤ変換器入力直前でフィルタにより高周波成分を除去する。積分信号系では積分ドリフ

トを小さくする為に積分器以前ではアンプを使用しない。また積分器はＡＤ変換器入力直

前で用いている為、フィルタは使用していない。積分器を構成する抵抗やコンデンサは温

度依存性を持ち、長時間動作を行う場合には発熱により積分器の積分係数が変化する。積

分係数の変化は計測精度を劣化させる。長時間運転を行う LHDでは温度依存性の少ない抵
抗やコンデンサを使用した積分器を使用しているが、積分器がまだ用意されていない磁気

計測器に関しては微分信号系のみを整備し、平衡解析においてはこれを数値積分して用い

る。 
 
 
補足 
表２．３．１に示した全ての磁気計測器はヘリカルコイルやポロイダルコイルといった

外部コイルの“０次の電流値”には依存しない事を補足する。外部コイルの０次の電流値

とは放電開始直前の外部コイル電流値のことであり、運転の真空配位を形成するコイル電

流である。LHDにおける典型的な実験ではヘリカルコイルとポロイダルコイルの励磁と減
磁を放電毎には行わず、ある磁場配位で一連の放電を行う。一連の放電の前後にコイルの

励磁，減磁を行う（図２．３．１４参照）。この運転方法はヘリカルコイルとポロイダルコ

イルが超伝導コイルであることの特徴である。反磁性ループも含め表２．３．１に示した

全ての磁気計測器は放電開始トリガ信号を受信してからデータ収集を開始する。従って、

（２．３．１）式で表される生信号 V（∝dB /dt）には外部コイルの０次電流による磁場は
含まれず、真空磁場からの変化分に依存する。円柱近似式に因ればトロイダル電流，ヘリ

カルコイル電流の変化，及び構造物電流を無視した場合、反磁性磁束Φdiaは 

 02
1

Φ><−=Φ βdia  ・・・（２．３．９） 

で表される（詳細は４．１節参照）。ここでΦ0 は反磁性ループ中を通過する０次の真空磁

場である。<β>は数％のオーダーであることから、計測対象としているΦdiaはΦ0の数％の

オーダーである事が分かる。過去の中小型のヘリカル装置では、ΦdiaだけでなくΦ0も含め

て反磁性ループ内磁束として計測される物がある[8, 9]。これらの装置では外部コイル電流
を計測し、また外部コイルと反磁性ループの相互インダクタンスを評価することにより、

反磁性ループ内磁束からΦ0を引く必要がある[8, 9]。ΦdiaはΦ0の数％のオーダーである為、

S/N比，相互インダクタンスの評価の誤差，及び外部コイル電流の計測誤差といった要因に
よるΦdiaの計測精度の劣化が懸念される[9]。LHDの磁気計測の場合、前述のように外部コ
イルの０次の電流値に依存せず、プラズマとの相互インダクタンスによる０次の電流値か

らの変化分のみに依存する。従って、真空磁場を反磁性ループ内磁束からΦ0を引く必要が

無いため、反磁性ループ内磁束からΦ0を引く事による計測精度の劣化は起こらない。この



17 

為、本論文ではプラズマ反磁性電流由来の磁束をΦdia と記載し、反磁性ループにより計測

される磁束をΦloopと記載する（幾つかの文献[10, 11]ではΦdiaは反磁性ループにより計測さ

れる磁束とし、プラズマ反磁性電流由来の磁束はΦdiaからΦ0を引いたものである事を明確

にするためΔΦdiaと記載しているものもある）。但し、本文中で述べたように、プラズマ中

を流れる電流（特にトロイダル電流）によって０次の外部コイルの電流値が変化する事に

より、（２．３．３）式中のΦextを生じる。 
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図２．１．１ LHD構造図 

ポロイダルコイル 

ヘリカルコイル 



19 

3 3.5 4 4.5-1

-0.5

0

0.5

1
C:/Documents and Settings/山口/My Documents/学会/D論/実験装置fig/標準真空.SMP

R [m]

Z 
[m

]

3 3.5 4 4.5-1

-0.5

0

0.5

1

R [m]

Z 
[m

]

0 0.5 10

0.5

1

1.5

r/a

ι
/2
π

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図２．１．３ LHD標準真空配位（<β>=0%）における磁気面と回転変換。(a)縦長断面位
置における磁気面，(b)横長断面位置における磁気面，(c)規格化小半径の関数で表した回転
変換。ここで，規格化小半径はトーラス１周の平均小半径 r をプラズマ境界平均小半径 a
で規格化したものである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２．１．４ 上方から見た LHDにおける接線入射 NBIシステム 

(a) 

(b) 

(c) 
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表２．１．１ LHDの到達プラズマパラメータ 
 達成値 [2005年 12月現在] 

平均ベータ値 4.4 % 
蓄積エネルギー 1.33 MJ 
線平均電子密度 2.2×1020 m-3 
中心電子温度 10 keV 
中心イオン温度 13.5 keV 
放電持続時間 3905 sec 
最大加熱エネルギー 1.3 GJ (1905sec) 
閉じ込め時間 0.36 sec 

 
 
 
 
 
 
 
表２．１．２ LHDにおける磁場強度別の最大ベータ値達成時のプラズマパラメータ 

磁場強度[T]※ 
最高平均ベー

タ値[%] 

線平均電子密度

[×1019m-3] 

中心電子温度

[keV] 

正味トロイダル

電流[kA]※ 
ガス供給方法 

-0.45 4.4  2.6 0.5 -7 ガスパフ 
-1.5 2.0   10.5 0.6 5 ペレット 
-2.712 1.4  20以上 0.8 -5 ペレット 
※トロイダル磁場の符号は、正：LHDを上方から見て時計回り方向，負：反時計回り方向を表す。トロイ

ダル電流の符号は回転変換に対応した等価的なトロイダル電流の方向であり、正：磁場と同方向，負：

磁場と逆方向を表す。 
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図２．２．１ 自由境界 VMECにより評価した LHDの平衡特性（真空配位：LHD標準配
位，圧力分布：P～(1-ρ8)2，トロイダル電流：ゼロ）。(a)磁気軸(Rax)，(b)最外殻磁気面の
幾何中心(Reff)，(c)回転変換分布(ι/2π)，(d)磁気井戸深さ(-ΔU/U)。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図２．２．２ HINTにより計算した磁力線のポアンカレマップ。(a)ベータ値 1.4%, (b)ベ
ータ値 3.7% 

R [m] R [m] 

Z 
[m

] 

(a) (b) 

0 0.2 0.4 0.6 0.8 1
-0.2

0

0.2

0.4
-Δ

U
/U

ρ

<βdia>=0
<βdia>=1.1
<βdia>=2.0
<βdia>=2.7

0 1 23.6

3.7

3.8

3.9

4

4.1

<βdia>

R
ax

 [m
]

G:/ana/Dron/mrc/mrc/delUovU.SMP

0 1 23.6

3.7

3.8

3.9

4

4.1

<βdia>
R

ef
f [

m
]

0 0.2 0.4 0.6 0.8 10

0.5

1

1.5

ι
/2
π

ρ

<βdia>=0
<βdia>=1.1
<βdia>=2.0
<βdia>=2.7

(a) (b) 

(c) (d) 



22 

 
 
 
 
 
 

表２．３．１ LHDにおける磁気計測器一覧表 
 

名称 構造 計測対象 設置場所 個数 

反磁性ループ 

(磁束ループ) 

ﾙｰﾌﾟ[1turn] 反磁性磁束 プラズマ真空容器内 

(図 2.3.2参照) 

1 

サドルループ 

(磁束ループ) 

ﾙｰﾌﾟ[1turn] 径方向, 垂直方向磁束 プラズマ真空容器内 

(図 2.3.3～図 2.3.6参照) 

24 

ワンターンループ 

(磁束ループ) 

ﾙｰﾌﾟ[1turn] 周回電圧 プラズマ真空容器内 

(図 2.3.10参照) 

2 

ポートループ 

(磁束ループ) 

ﾙｰﾌﾟ[10turn] 水平方向磁束 トーラス外側ポートに

沿って周回 

(図 2.3.11参照) 

9 

磁気プローブ ｺｲﾙ 磁場揺動，３方向磁場 プラズマ真空容器内 

(図 2.3.12参照) 

64 

ロゴスキーコイル ｿﾚﾉｲﾄﾞｺｲﾙ トロイダル電流 プラズマ真空容器内 

(図 2.3.7参照) 

1 

ロゴスキーコイル ｿﾚﾉｲﾄﾞｺｲﾙ ヘリカルコイル電流＋コイル

缶電流 

電磁力支持構造物内 

(図 2.3.8参照) 

1 

ロゴスキーコイル ｿﾚﾉｲﾄﾞｺｲﾙ シェルアーム電流 電磁力支持構造物内 

(図 2.3.8参照) 

1 

ロゴスキーコイル ｿﾚﾉｲﾄﾞｺｲﾙ 電磁力支持構造物ポロイダル

方向電流 

断熱真空容器内 

(図 2.3.8参照) 

1 

ロゴスキーコイル ｿﾚﾉｲﾄﾞｺｲﾙ ヘリカルコイル電流 コイルリード部 1 

ロゴスキーコイル ｿﾚﾉｲﾄﾞｺｲﾙ ポロイダルコイル電流 コイルリード部 1 
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図２．３．１ LHD真空容器内部 
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図２．３．２ LHDの反磁性ループ配置図（ポロイダル断面図）。 
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図２．３．３ LHD におけるサドルループの配置（直交座標への投影図）。φはトロイダ
ル角方向，θはポロイダル方向を表す。太い破線で囲ったサドルループアレイの拡大図は

図２．３．４に示されている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図２．３．４ １トロイダルセクションの赤道面より下方のサドルループアレイ配置。（図

２．３．３の破線のアレイの拡大図） 
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図２．３．５ ポロイダル断面におけるサドルループとプラズマの位置関係（模式図） 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２．３．６ ポロイダル断面へのサドルループの投影図（模式図） 
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図２．３．７ LHDのプラズマ電流計測用ロゴスキーコイル配置図 
 
 
 
 

 

図２．３．８ LHDの外部コイル電流，及び構造物電流計測用ロゴスキーコイル配置図 
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図２．３．９ 反磁性ループに含まれる外部コイル電流及び構造物電流による磁束。破線

は電磁力支持構造物の電流経路を変えた相互インダクタンスで評価した磁束（青線）、及び

それが（Φloop-Φext）に及ぼす影響（ピンク線）を表す。 
 

 
図２．３．１０ LHDワンターンループ配置図。太線がワンターンループを示す。トーラ
ス内側，外側に１本ずつ設置されている。 
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図２．３．１１ LHDポートループ配置図。太線がポートループを示す。水平方向計測ポ
ートに設置されている。 
 
 

 
図２．３．１２ LHD磁気プローブ配置図。太線が磁気プローブの設置場所を表す。 
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図２．３．１３ LHD磁気計測データ収集システム 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２．３．１４ LHDの運転形態 
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第３章 ＭＨＤ平衡量同定手法 
 

３．１．ヘリカルプラズマ中を流れる電流 

 
 磁気計測器信号から２章で述べた手法を用いて、外部コイルと構造物電流が作り出す磁

場を補正することにより、プラズマ中を流れる電流が作り出す磁場を計測することが出来

る。プラズマ中には磁気面平均してもゼロとならないトロイダル電流や MHD 平衡を維持

するために流れる電流(反磁性電流と P.S.電流)等が流れる。本節ではこれらの電流について

述べる。一般に“トロイダル電流”とは磁気面内で平均するとゼロとならないトロイダル

電流の事を表し、P.S.電流（主にトロイダル方向に流れるが磁気面平均するとゼロ）はこれ

に含まれない。本論文で用いる語もこれに習う。 
 
 
トロイダル電流 
ヘリカル装置では回転変換の生成にトロイダル電流を必要とせず、通常の実験において

もオーミック電流駆動を行わない。従って、トロイダル電流を駆動する原因は非誘導電流

（Bootstrap 電流[1]，大河電流(NBCD 電流) [2]，及び ECCD[3]等の波動加熱装置を応用し

た電流）である。最外殻磁気面内で積分したトロイダル方向電流（Ip）はロゴスキーコイル

により計測される。トロイダル電流及びその分布は外部コイル磁場(或いはプラズマ境界形

状)や圧力分布と並んで MHD 平衡解を決定付ける要素の一つである。 
 
 
反磁性電流，Pfirsh-Shlüter 電流[4, 5] 

円柱プラズマやトーラスプラズマは径方向に圧力勾配があり外側へ広がろうとする為、

圧力勾配の力と Lorentz 力との間で均衡を保つ必要がある。この MHD の力の平衡状態は

次式で表される。 
  pBJ ∇=×

rr
 ・・・（３．１．１） 

ここで、p は等方を仮定した圧力である。磁場に対して垂直方向の電流が必要であることが

分かる。この電流が反磁性電流である。 
反磁性電流は（３．１．１）と B

r
の外積をとることにより次式で得られる。 

  2B
pBJ ∇×

=⊥

r
r

 ・・・（３．１．２） 

プラズマの閉じ込め磁場がトーラス形状である場合、等圧面上（磁気面上）で磁場強度の

不均一性があると反磁性電流だけでは 
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0=⋅∇ J
r

 ・・・（３．１．３） 
が満たせなくなる。定常的に圧力勾配を維持する為には（３．１．３）を満たすように磁

力線に平行方向の電流( ||J
r

)が流れる必要がある。この電流が P.S.電流である。また、この電

流が（３．１．１）の MHD 平衡を保証するために流れることから MHD 平衡電流と呼ば

れることもある。 
（３．１．２）と（３．１．３）から次式が得られる。 

4
0

0

2

2
2

B
BBppJJ||

µ
µ 










×









+∇⋅∇=−∇=∇ ⊥

rrr
 ・・・（３．１．４） 

ベータ値（
0

2 2µB
p

= ）は数％のオーダーであることから、
0

2

2µ
Bp << とする事により次式

を得る。 

 b
B

bBp
s
J r

rr

2
|| 2 ×∇

⋅∇=
∂

∂
 ・・・（３．１．５） 

ここで、s は磁力線に沿った長さであり、b
r
は磁力線方向の単位ベクトルである。以降、図

３．１．１の円柱座標(R,Z,φ)とポロイダル角θ, 及び小半径 r で（３．１．５）を表す。

トカマク装置やヘリカル装置といったトーラス形状の磁気閉じ込め装置の場合、0 次の近似

として B ∝1/R, ∂/∂s =(∂θ/∂s )∂/∂θ=(ι/(2πR ))∂/∂θ, p=p(r)と考えることが出

来る。ここでιは回転変換角である。この 0 次近似を用いることにより（３．１．５）は 

 b
RBr

pJ
R

r
r

θ
θπ

sin2
2

||

∂
∂

−=
∂

∂ι
 ・・・（３．１．６） 

となる。この式から圧力勾配を維持する為には有限の回転変換が必要であることが分かる。

両辺をθで積分することにより P.S.電流は次式で表すことが出来る。 

b
r
p

B
J

rr
θ

ι
π cos4

|| ∂
∂

=  ・・・（３．１．７） 

P.S.電流は磁場，圧力勾配，及び回転変換に依存することが分かる。P.S.電流は圧力が高い

ほど、圧力勾配が大きいほど、回転変換が低いほど多く流れる。∂p/∂r はトーラス内側と

外側で符号が反転する。有限ベータにおける磁気面のシフト(真空磁気面からのずれ)はこの

電流による垂直磁場により起こる。 
 
 次に圧力が非等方の場合について述べる。圧力テンソルを次式で表す。 

bbppIpP
rrtt

)( || ⊥⊥ −+=  ・・・（３．１．８） 

ここで、p⊥と p||はそれぞれ磁力線に垂直と平行方向の圧力を表す。圧力平衡の式 
  PBJ

trr
∇=×  ・・・（３．１．９） 
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の磁力線に垂直方向と平行方向の成分はそれぞれ次のように表される。 

 ( ) ( )( ) BJbbpppP
rrrrt

×=∇⋅−−∇=∇ ⊥⊥⊥⊥ ||  ・・・（３．１．１０） 

 ( ) ( ) ( ) 0|||||| =⋅∇−−∇⋅=∇ ⊥ bpppbP
rrt

 ・・・（３．１．１１） 

（３．１．１０）と Bb /
r

の外積をとる事により 

( )

⊥⊥

⊥
⊥

∇×

∇×
=

p
B
b

B
Pb

J

r

tr
r

～

  

を得る。また、（３．１．９）と（３．１．１２）より ||J
r
が求まる。Hitchon[5]は、ヘリカ

ル装置の各平衡量をアスペクト比の逆数でオーダーリングする事により、 

  θcos)(1 |||| ppJ ∇+∇= ⊥
ι

r
 ・・・（３．１．１３） 

で表している。P.S.電流は p⊥と p||の勾配の和の関数となることが分かる。 
  
 纏めると反磁性電流は p⊥に依存し、P.S.電流は p⊥+p||に依存すると考えられる。また、

幾何学的には反磁性電流は主にポロイダル方向，P.S.電流は主にトロイダル方向（但し正味

はゼロ）に流れる。この為、反磁性電流はトロイダル磁場を発生させ、また P.S.電流は垂直

磁場を発生させる。２．２節で述べたように LHD においてはトロイダル磁場の変化に敏感

な反磁性ループと垂直方向磁場の変化に敏感なサドルループが設置されている。 
 
ヘリカル装置においてはトロイダル電流がゼロに近い放電が可能であり、この場合、プ

ラズマ圧力に依存する反磁性電流と P.S.電流が作り出す磁場が磁気計測器信号の大部分を

占める。従ってヘリカル装置はトカマク装置に比べて反磁性電流と P.S.電流の計測による

MHD 平衡研究が行いやすい。但し、LHD における実験において 100[kA/T]を超える非誘

導トロイダル電流が観測される事もあり、この場合、磁気計測器信号から反磁性電流と P.S.
電流の情報を精度良く取り出す為に非誘導トロイダル電流の影響を差し引く必要がある。

トロイダル電流が作り出す磁場の補正方法については４章にて述べる。 
 
 
 

３．２．MHD 平衡解析コード及び磁気計測器信号解析コード 

 
本節では磁気計測器信号から MHD 平衡量を計測する際、計測信号の較正の為に用いて

・・・（３．１．１２） 
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いる MHD 平衡解析コードと磁気計測器信号解析コードについて概要を述べる。各コード

の計算手法については付録３．A～３．D に示す。 
 
MHD 平衡コード 
 トカマク装置においては一般に Grad-Shafranov 方程式を解く事により MHD 平衡解が

得られる[6]。Grad-Shafranov 方程式は軸対称性を仮定しているため、ヘリカル装置のよう

な３次元 MHD 平衡への適用は出来ない。ヘリカル装置においては MHD 平衡解を得るた

めに、エネルギーの極値を基にした手法や圧力と磁場の緩和過程を追跡する手法を用いる

（付録３．A，及び３．B 参照）。更に、ヘリカル装置における MHD 平衡解析コードを入

れ子状の磁気面の存在の仮定の有無によって大別すると 
  ・プラズマ全領域で入れ子状の閉じた磁気面を仮定する MHD 平衡コード 
  ・入れ子状の磁気面を仮定せず乱れた磁気面を評価可能な MHD 平衡コード 
の２種類がある。ヘリカル装置における MHD 平衡の実験解析では計算時間の短さから前

者を用いる事が多い。 
 
プラズマ全領域で入れ子状の閉じた磁気面を仮定する MHD 平衡コードとして、代表的

な MHD 平衡解析コードは VMEC[7-9]である（VMEC の計算手法については付録３．A 参

照）。VMEC では磁気面座標系を採用している為、必然的に磁気面はプラズマ全領域で入れ

子状となる。また、VMEC は初期にはプラズマ境界（最外殻磁気面）形状を固定し固定境

界値問題を解くもの（固定境界 VMEC）であったが、その後、外部コイル電流と矛盾のな

いプラズマ境界を評価する自由境界 VMEC が開発されており、最近の MHD 平衡，安定性，

及び輸送研究においては自由境界 VMEC が標準的に用いられている。 
入れ子状の閉じた磁気面を仮定せず乱れた磁気面を評価可能な MHD 平衡コードとして

は HINT[10]と PIES[11]がある。本研究では LHD を解析対象として研究が進められてきた

HINT を用いる。HINT で用いる座標系は実座標であり磁気面量を用いないため、磁気島や

乱れた磁気面が存在する領域でも MHD 平衡解析が可能である（詳細は付録３．B 参照）。

HINT を用いた研究報告[12, 13]によれば、プラズマ周辺において磁気島や乱れた磁気面が

存在し、ベータ値と共にその領域が拡大することが示されている。 
 
磁気計測器信号解析コード 
 磁気計測器は２．３節に示した理由により一般に真空容器の内壁面に沿って設置する。

ヘリカル装置は真空容器形状が複雑であり、必然と磁束ループ形状は２．３節で示した LHD
のサドルループのように複雑な形状となる。この為、磁束ループの信号を評価する際に磁

束ループが取り囲む断面積に対して法線方向の磁場をその断面積内で面積分する方法を用

いた場合、膨大な労力が予想される。磁気計測器信号解析コード DIAGNO[14]は自由境界

VMEC の計算結果（プラズマ境界上での磁気ポテンシャル）を基にプラズマ外部の磁束ル
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ープの位置でのベクトルポテンシャルを計算でき、ベクトルポテンシャルを磁束ループに

沿って線積分する事によりループ内の磁束を評価することが出来る（詳細は付録３．C 参照）。

プラズマ境界外の領域であれば任意の位置でベクトルポテンシャルを計算できるため、複

雑な形状の磁束ループに対してもその断面積の法線方向を意識することなく磁束を評価可

能である。 
 磁気計測器信号解析コード JDIA は本研究で開発したコードである。JDIA は３．１節で

述べたプラズマ中の電流から、直接プラズマ外部の磁束ループの位置でのベクトルポテン

シャルを計算できる（詳細は付録３．D 参照）。一般に MHD 平衡解析コードはその結果と

してプラズマ中の磁場分布を出力する為、これから 0/ µBJ
rr

×∇= よりプラズマ中の電流を評

価することが出来る。DIAGNO はその入力としてプラズマ境界上での磁気ポテンシャルが

必要であるため、現存の MHD 平衡コードで適用が可能なものは自由境界 VMEC のみであ

る。JDIA はその他の MHD 平衡コードにも適用可能であり、本論文では HINT と自由境界

VMEC へ適用している。 
 
 
 

３．３．MHD 平衡量同定手法 

 
 磁気計測器を用いて MHD 平衡量を評価するには、前節で示した MHD 平衡解析コード

と磁気計測器信号解析コードを用いて、磁気計測信号と MHD 平衡量の関連付けを行う。

上記 2 つの量の関連付けはコードによる解析結果のデータベース化を通して行うが、以下

には、トカマク装置とヘリカル装置に共に標準的な計測手法となっている反磁性ループに

よるプラズマ蓄積エネルギーと体積平均ベータ値の評価を例に説明する。 
LHDにおいては自由境界VMECによる平衡計算とDIAGNOによる反磁性ループ磁束の

評価結果を用いてプラズマ蓄積エネルギー（Wdia）と体積平均ベータ値（<βdia>）を評価

する方法が確立している。図３．３．１(b)に LHD の真空磁気軸 3.6m の標準磁場配位での

自由境界 VMEC＋DIAGNO の反磁性ループ磁束の評価結果を示す。計算に用いた圧力分布

は図３．３．１(a)に示した。またトロイダル電流はゼロとした。反磁性ループはプラズマ

全体を囲う形状をしていることから殆ど圧力分布には依存せず、正味圧力に強く依存する

と考えられる。図３．３．１(b)において圧力分布による反磁性ループ磁束の影響は±５％

程度である。またプラズマ蓄積エネルギーと反磁性ループ磁束は線形性の強い関係である

ことから 
 Wdia = fdia (Φdia /Bt0) ・・・（３．３．１） 
で表すことが出来る。ここで、Bt0 は真空配位における磁気軸位置の磁場強度である。fdia

は図３．３．１(b)の勾配であり、これが磁気計測により Wdiaを評価する際の較正係数とな
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る。この値は磁場配位により異なり、LHD 標準磁場配位(磁気軸 3.6m)の場合、図３．３．

１(b)より fdia=2.90×103[kJ/(Wb/T)]となる。実験におけるプラズマ蓄積エネルギーは（３．

３．１）式を用いて評価されている。また、反磁性計測に基づく体積平均ベータ値（<βdia>）
は以下の様に定義する。 
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>=<  ・・・（３．３．２） 

ここで、Vp0と Bave0は、それぞれプラズマ体積とプラズマ中の平均トロイダル磁場であり、

いずれも真空磁場配位において評価している。 
 トムソン散乱による電子温度分布計測と FIR 干渉計による電子密度分布計測から電子の

圧力分布を評価し、Zeff =1 及び Ti =Teと仮定する事により、蓄積エネルギー（Wkin）を評

価することも出来る。また、Wkin より次式にて定義される体積平均ベータ値（<βkin>）を

評価することも可能である。 
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 図３．３．２に<βdia>と<βkin>の比較を示す。全てのデータは水素放電であるが、圧力

が等方且つ熱化成分のみで表せるならば、壁から水素以外のガス放出があれば Zeff >1 とな

り、<βkin>は<βdia>より大きく評価される。一方、ビーム圧力が有意な場合は、<βdia>は
熱化圧力とビーム圧力の和なので<βdia> ＞ <βkin>となる可能性がある。LHD の高ベータ

実験では高パワーの NBI 加熱に加え、ビーム圧力が十分に熱化されない密度領域（詳細は

５章にて述べる）での実験であるため、大きなビーム圧力が存在する。図３．３．２にお

いて、高ベータ領域で<βdia>が<βkin>より系統的に高い原因と考えられる。 
 
 
 

３．４．MHD 平衡量同定手法の高度化 

  
 前節で述べた MHD 平衡量同定手法は以下の仮定を基にした手法である。 

i）全ての磁気面で正味トロイダル電流がゼロ 
  ii）等方圧力を仮定 
  iii）きれいに閉じた入れ子状の磁気面を仮定 
しかし実験では有限の正味トロイダル電流及びその多様な分布，高エネルギー粒子による

非等方圧力，及び高βにおける磁気面の乱れや磁気島の存在が予想される。これらを考慮

することにより同定する平衡量の高精度化や、従来計測が困難であった平衡量の同定を行

う「平衡量同定手法の高度化」が可能となる。本論文では前述の３項目に対応した 
i) 大トロイダル電流実験における磁気計測の精度向上 
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ii) 圧力非等方度の同定 
iii) 有限β効果による磁気面の乱れを考慮した平衡計算を用いた磁気計測の精度向上 

の３項目の高度化を目指す。本節では、各項目についての高度化の手法について述べる。

尚、各高度化を目指した従来の研究、本論文で提案する各手法の実験解析への適用結果、

及び妥当性の検証といった詳細については４章から６章にて述べる。 
 
トロイダル電流駆動実験における MHD 平衡量の同定精度向上 
 磁気計測器信号には圧力由来の反磁性電流や P.S.電流が作り出す磁場だけでなく、トロイ

ダル電流が作り出す磁場も含まれる。体積平均ベータ値や圧力分布の精度良い同定の為、

トロイダル電流が磁気計測器に誘起する磁束が無視できない場合には、これを補正する必

要がある。 
 磁気計測器信号解析コード DIAGNO は、トロイダル電流をトーラス１周のフィラメント

でモデル化し、プラズマ外の磁場やベクトルポテンシャルを評価しているため、トロイダ

ル電流が分布を持つ場合には正確な磁場やベクトルポテンシャルを評価することができな

い。本研究ではトロイダル電流が磁気計測器に誘起する磁束の評価精度を更に高める事を

目的として、磁気計測器信号解析コード“JDIA”の開発を行った。JDIA はプラズマ中の

電流（P.S.電流，反磁性電流，及びトロイダル電流）から磁気計測器信号を直接評価する為、

トロイダル電流が磁気計測器に誘起する磁束を精度良く評価出来る。 
 図３．４．１にトロイダル電流が磁気計測器に与える影響の補正手法を示す。近年、ヘ

リカル装置においてもトカマク装置同様に MSE (Motional Stark Effect)によるプラズマ中

の局所的な磁場のピッチ角の計測が有効になってきた[15]。ピッチ角の計測を基に評価した

トロイダル電流分布[15]を自由境界 VMEC，固定境界 VMEC 又は HINT の計算条件として

用いる。これらの平衡コードの結果からトロイダル電流が磁気計測器に誘起する磁束を

JDIA により知ることが出来る。 
 
圧力非等方度の同定 
 NBI 等の加熱を入力した場合、“熱化圧力”以外に十分に熱化されない高エネルギー粒子

による“ビーム圧力”が存在する[16, 17]。熱化圧力に対しビーム圧力が無視できない程の

割合を占める場合、全圧力（=熱化圧力＋ビーム圧力）の非等方度が大きくなる。自由境界

VMEC は等方圧力を仮定した MHD 平衡コードである為、３．３節で述べた手法では圧力

非等方度を同定することは出来ない。以下に圧力非等方度の同定手法について述べる。 
 
＜圧力非等方度指標の抽出＞ 
３．１節で述べたようにΦdia（反磁性ループ磁束）は p⊥に依存し、ΦPS（サドルループ

磁束）は p⊥+p||に依存する。従って両者の比（ΦPS /Φdia）は圧力非等方度に関する情報を

持つと考えられる。しかし（ΦPS /Φdia）は圧力非等方度に無関係な情報も含む。図３．４．
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２に自由境界 VMEC によるΦdiaとΦPSの計算結果を示す。急峻, 中間, 及び平坦の３種類

の圧力分布に対してベータ値をスキャンした。また、正味のトロイダル電流密度はすべて

の磁気面上でゼロとした。図３．４．２からΦdia とΦPS の関係は非線形関係を持ち、かつ

圧力分布が変わればそれらの比が変わることが分かる。これは図３．３．１(b)で示したよ

うにΦdiaは自由境界 VMEC から求められるプラズマ蓄積エネルギー（Wp ）及び体積平均

ベータ値(<βdia>)と線形関係であり圧力分布に殆ど依存しないが、ΦPSは Wpと非線形関係

を持ち、またその値は圧力分布にも依存するためである。（ΦPS /Φdia）により圧力非等方度

を検出するためには、圧力非等方度が一定の条件下で（ΦPS /Φdia）がベータ値や圧力分布

の変化によって変化しない事が望ましい。この為、ベータ値や圧力分布には依存せず圧力

非等方度のみに依存する“圧力非等方度指標”をΦPSとΦdiaから抽出する必要がある。 
 圧力非等方度指標の抽出方法について以下に述べる。サドルループで計測される実験デ

ータをΦPSexpとする。これに対し自由境界 VMEC と DIAGNO を用いて、「等方圧力を仮定

したサドルループ磁束の評価値」をΦPSisoとし、（ΦPSexp /ΦPSiso）を“圧力非等方度指標”

とする。ΦPSisoの評価を行うために自由境界 VMEC+DIAGNO の計算を行う際、以下の実

験条件に一致する条件で計算を行う。 
 
イ）正味圧力は計測で得られるΦdia から評価された<p⊥>と<p||>=<p⊥>の仮定を用いて

評価する 
ロ）圧力分布は実験で得られる圧力分布と一致する 
 （ここで、実験で得られる圧力分布としてトムソン散乱計測による電子温度分布，及

び FIR 干渉計による電子密度分布の積を用いる。また、Ti =Te, ni =neと仮定する。） 
 
圧力非等方度指標（ΦPSexp /ΦPSiso）の評価手法について図３．４．２を用いて例を挙げて

説明する。実験で以下の計測値が得られたとする（図３．４．２(b)中の白丸）。 
ΦPSexp=0.017[Wb/T] （図中 ⓒ） 
Φdia=0.015[Wb/T] （図中 ⓐ） 
圧力分布：平坦 

上記のΦdia と圧力分布から、等方圧力を仮定した場合のサドルループ磁束の予測値Φ

PSiso=0.007[Wb/T] （図中 ⓑ）が得られる。ⓒ と ⓑ の比（ΦPSexp /ΦPSiso）は下記の特徴を

持つ。 
 
 a）（ΦPSexp /ΦPSiso）は等方圧力の場合、ベータ値や圧力分布に依存しない 
 b) （ΦPSexp /ΦPSiso）は圧力非等方度の情報を失わない 
 
a）についての説明： 
 （ΦPSexp /ΦPSiso）に圧力非等方度に無関係な情報が含まれる原因は、分子(ΦPS)と分母(Φ
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dia)の計測器が異なる為である。これに対し、ΦPSexp はサドルループの計測値であり、また

ΦPSisoは計測されたΦdiaに等価なサドルループ磁束に変換したものである。従って、分子(Φ
PSexp)，及び分母(ΦPSiso)はいずれもサドルループ磁束となる。この為、（ΦPSexp /ΦPSiso）は

ベータ値の変化，及び圧力分布の変化といった、圧力非等方度に無関係な情報を含まない。 
 
b）についての説明： 

ΦPSexp はサドルループの実験データであるため（p⊥+p||）に依存する。また、ΦPSexp 評

価の際の条件“イ）ベータ値は実験で得られるΦdia に一致する”より、ΦPSiso は実験で計

測されるΦdiaに依存する。従ってΦPSisoは p⊥に依存し、（ΦPSexp /ΦPSiso）は(p⊥+p||)/p⊥に

依存する。 
 
＜FIT コードを用いた圧力非等方度の較正手法＞ 

（ΦPSexp /ΦPSiso）は前述の b)の性質を持つことから、圧力非等方度に関係した情報を含

み、(p⊥+p||)/p⊥に依存する。しかし、（ΦPSexp /ΦPSiso）は(p⊥+p||)/p⊥に依存するが、その

絶対値が直接(p⊥+p||)/p⊥を表す訳ではない。このため、（ΦPSexp /ΦPSiso）から(p⊥+p||)/p⊥，

p||/p⊥，又は W||/W⊥といった圧力非等方度に変換するための較正式が必要となる。本手法

では NBI 粒子の速度分布緩和評価コード“FIT[2]”を用いた較正を提案する。 
 FIT はまず、NBI により生成される高速イオンの空間分布(birth profile)を Monte-Carlo
法により計算する。高速イオンの空間分布は粒子軌道を追跡し、粒子の滞在時間を重みと

して評価している。その後、Fokker-Planck 方程式の定常解から速度緩和後のビーム圧力

を計算する。FIT コードにより磁力線に垂直，平行方向の速度を持つ高速イオンのエネルギ

ーWbeam⊥と Wbeam||を評価することが出来る。LHD においてはプラズマ蓄積エネルギー計

測として反磁性ループ計測による計測方法が確立しており、反磁性ループ計測によるエネ

ルギーは次式で表すことが出来る。 

⊥+= beamthermaldia WWW )2/3(  ・・・（３．４．１） 

ここで Wthermalは熱化プラズマエネルギーであり、Wdiaは反磁性ループ計測により評価され

るプラズマ蓄積エネルギーである。反磁性ループにより評価される Wdiaと FIT から評価さ

れる Wbeam⊥を（３．４．１）式に代入することにより Wthermalを評価することが出来る。

Wbeam⊥，Wbeam||，及び Wthermalより、次式で表される磁力線に平行方向と垂直方向のプラ

ズマ蓄積エネルギーは次式で評価することが出来る。 

|||| )3/1( beamthermal WWW +=  ・・・（３．４．２） 

⊥⊥ += beamthermal WWW )3/2(  ・・・（３．４．３） 

十分に広い範囲で W||/W⊥を変化させる実験を行い、W||/W⊥と（ΦPSexp /ΦPSiso）の相関を
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取る事により、（ΦPSexp /ΦPSiso）から W||/W⊥への較正式を求めることが出来る。 
 実験データを用いた解析については５章で述べる。 
 
有限β効果による磁気面の乱れを考慮した平衡計算を用いた磁気計測の精度向上 
 ヘリカル装置においてはベータ値の上昇と共に周辺の磁気面が乱れ、エルゴディックな

磁力線構造を持つことが理論的に示されている[10]。VMEC はプラズマ全領域で入れ子状

の磁気面を仮定した平衡コードであるため、３．３節で述べた従来の平衡量同定手法にお

いては、有限β効果による磁気面が乱れる影響は考慮されていない。そこで平衡量同定精

度の向上を目的として、有限ベータ効果による磁気面の乱れのある MHD 平衡を解析でき

る３次元実空間 MHD 平衡解析コード HINT[10]を用いた平衡量同定手法を提案する。 
 磁気計測器信号解析 DIAGNO は自由境界 VMEC がプラズマ境界位置の評価を行う際に

用いる磁気ポテンシャルを入力として磁気計測器信号を評価する。HINT は磁気ポテンシャ

ルを通じたプラズマ境界位置の評価を行わない為、HINT 用磁気計測器信号解析コードとし

て DIAGNO を適用することは出来ない。HINT で得られる MHD 平衡磁場分布から

0/ µBJ
rr

×∇= より電流分布を得ることが出来る為、HINT 用磁気計測器信号解析コードとし

て JDIA を用いる。すなわち、平衡量同定のための従来手法「自由境界 VMEC+DIAGNO」

に対し、新手法「HINT＋JDIA」を提案する（図３．４．３）。新手法の結果については６

章において述べる。 



42 

付録３．A ３次元 MHD 平衡解析コード VMEC の計算手法 
 
固定境界 
 プラズマの磁気エネルギーと運動エネルギーの和を 

∫ 









+=

Vp
VpBW d

2 0

2

µ
 ・・・（３．A．１） 

 で表す。ここで、p は等方を仮定したプラズマの熱化圧力であり、Vp はプラズマ体積で

ある。変分原理を用いれば（３．A．１）が極値（δW=0）となる時、MHD 平衡条件 
 BJp

rr
×∇ ＝  ・・・（３．A．２） 

が満たされることが Kruskal[18]によって示されている。結局、３次元 MHD 平衡コード

VMEC は（３．A．１）を最小化することにより、R=R(ρ,θ,ζ)と Z=Z(ρ,θ,ζ)の関係式

（MHD 平衡解）を計算するコードである。ここで、（ρ,θ,ζ）は磁気座標系[7-9]であり、

θとζはそれぞれポロイダル角度，及びトロイダル角度を表す。ρは径方向座標を表すが、

磁気面のラベルとなっており圧力 p はρのみの関数となる。 
 この座標系を用いて磁場を以下のように記述する事により、 0=∇⋅ pB

r
と 0=⋅∇ B

r
の条件が

満たされる[18]。 
*θχ ∇×Φ∇+∇×∇ζ＝B

r
 ・・・（３．A．３） 

ここで、 ( )ρχπ2 と ( )ρπ Φ2 はそれぞれρで表される磁気面内を通過するポロイダル磁束とト

ロイダル磁束である。また、θ*は磁力線を直線とする為に必要なポロイダル角であり次式

となる。 
),,(* ζθρλθθ +=  ・・・（３．A．４） 

λはポロイダル角θの刻み方を特定する指標で限られたモード数で最小のδW を与えるよ

うに決められる。また、λはθとζの周期関数であり、磁気面上で積分することによりゼ

ロとなる（ 0dd =∫∫ ζθλ ）。 

 
円柱座標(R,φ,Z)と磁気面座標（ρ,θ,ζ）及び周期関数λの関係は 

 ( ) ( )∑ −=
nm

mn nmRR
,

cos ζθρ  ・・・（３．A．５） 

( ) ( )∑ −=
nm

mn nmZZ
,

sin ζθρ  ・・・（３．A．６） 

ζ=φ           ・・・（３．A．７） 

( ) ( )∑ −=
nm

mn nm
,

sin ζθρλλ  ・・・（３．A．８） 

で表される、ここで Rmn , Zmn , 及びλmnはフーリエ成分である。Rmn , Zmn, 及びλmnを変
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化させることにより、磁気面の幾何学形状が変化する。 
 

VMEC では真空磁場，p(ρ)，及びトロイダル電流分布 Jtor(ρ)を入力として与える。固定

境界の場合は境界形状も与える。これにより（３．A．１）の W は幾何学位置（ρ,θ,ζ）

の関数となる。W が最小となる Rmn , Zmn , 及びλmnを最急降下法により求める事により平

衡を得る。 
ここで、 

( )λ,, ZRX =
r

, ( )λFFFF ZR ,,=
r

 ・・・（３．A．９） 
と置くと W を R, Z, 及びλに関して変分した結果は 

ςθρδδ ddd∫ ⋅−= XFW
rr

 ・・・（３．A．１０） 

で表される。（３．A．１０）より、 0=F
r

の時、δW=0 となることが分かる。またこの時、

0=∇+×−= pBJF
rrr

が満たされる。F
r
は R, Z, 及び λの関数であるため、W を最小とする事

は 0=F
r

を満たす R, Z, 及びλを求める事になる。また、ポロイダルモードのスペクトル幅

の指標 

( )
( )∑

∑
+

+

>=<

+

nm
mnmn

p
nm

mnmn
p

ZRm

ZRm

M

,

22
,

221

 ・・・（３．A．１１） 

の変分も同時に取ることにより、限られたモード数で最小の W を与える為の適切なポロイ

ダル角θの刻みを特定する。（３．A．１０）と（３．A．１１）の変分を同時に取ることは 

 ςθρδεδδδ ddd*∫ ⋅−>=<+≡ XFMWW T rr
 ・・・（３．A．１２） 

で表されるδWT =0 を得ることである。ここでεは規格化因子を表す。artificial time “t ”
を用いて（３．A．１２）は 

ςθρδ ddd
d
d *∫ ⋅−= XF

t
W T rr

 ・・・（３．A．１３） 

で表される。上式の最急降下経路は 

*

d
d F

t
X r
r

=  ・・・（３．A．１４） 

であり、（３．A．１３）へ代入することにより 

ςθρδ ddd
d
d 2*∫ ⋅−= XF

t
W T rr

 ・・・（３．A．１５） 

となる。即ち（３．A．１４）の経路に沿って X
r
を解いて行くと（３．A．１５）より WT

は単調減少し、最終的に最小値に落ち着く。実際には（３．A．１５）式は数値的には不安

定なので、VMEC では代わりに２階の Richardson 法を用いた次式が用いられている。 
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 *
2

2 1 F
t
X

t
X r

rr

=
∂
∂

+
∂

∂
τ

 ・・・（３．A．１６） 

ここで、τは収束パラメータであり、 

 



 ⋅= ∫ ςθρ

τ
dddln1 2

F
dt
d r

 ・・・（３．A．１７） 

とすると最適な収束が得られる。 
 
自由境界 
自由境界 VMEC においても前述の固定境界で述べた磁気面座標を用いる。以下、自由境

界 VMEC における境界の評価方法を述べる。 
真空領域における磁場が 

Φ∇+= 0BBv
rr

 ・・・（３．A．１８） 
で表されると仮定する。ここで、 0B

r
は外部コイルとトロイダルプラズマ電流により作られ

る磁場であり、Φはプラズマ中の正味のトロイダル電流以外がプラズマ外に作る磁場の磁

気ポテンシャル表現である。プラズマ外部ではラプラス方程式 
0=∆Φ  ・・・（３．A．１９） 

が成り立つので、ある面上(∂D)の磁気ポテンシャルはグリーンの定理により以下の積分形

式で表現できる。 

 ( ) ( ) ( ) ( ) ( )
∫∫ ∂∂ ∂

Φ∂
=Φ

∂
∂

+Φ
DD n

xxxfx
n

xxfx
'
'',G'd

2
1'

'
',G'd

2
1

r
rrrr

rrrr

ππ
 ・・・（３．A．２０） 

ここで、 xr , 'xr はある面上(∂D)の点， ( ) '1',G xxxx
rrrr

−= ，また∂/∂n はある面(∂D)の法線方

向微分を示す。ある面(∂D)をプラズマ境界面と考える。プラズマ境界上では 
0=⋅nBv

rr
 ・・・（３．A．２１） 

が成り立つが、（３．A．1８）式から、これがΦのノイマン境界条件となる。 

  
( )

0Bn
n
xn

rr
r

r
⋅−=

∂
Φ∂

=Φ∇⋅  ・・・（３．A．２２） 

（３．A．２０）と（３．A．２２）から、磁気ポテンシャルΦを求めることになる。ここ

で、Φはプラズマ境界面形状の関数 ),( DD ZR ∂∂Φ=Φ 或いは ))1(),1(( ==Φ=Φ sZsR mnmn

であることに注意しよう。ここで s =1 はプラズマ境界を表す。一方、プラズマ境界上では 

0

2

0

2

22 µµ
vp B

p
B

=+  ・・・（３．A．２３） 

が満足される必要がある。（３．A．２３）はプラズマ内（左辺）と真空領域（右辺）の全

圧力バランスが成り立っていることを意味する。プラズマ境界面上の真空磁場 Bv は（３．

A．１８）と（３．A．２０）式から評価できるので、（３．A．２３）の右辺はプラズマ境

界面形状の関数であり、（３．A．２３）の左辺はプラズマ領域内の磁気面形状

（ )10(),10(),10( <≤λ<≤<≤ ssZsR mnmnmn ）の関数となっている。固定境界 VMEC
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では(3.A.14)で収束解を求める時、 )1( =sRmn と )1( =sZ mn を固定して解くが、自由境界

VMEC では、（３．A．２３）の条件を付け加えた上で、 )10(),10( ≤≤≤≤ sZsR mnmn ，及び

)10( ≤≤λ smn  で（３．A．１４）の収束解を求める。 

 
 自由境界 VMEC においては境界形状を規定するための制約条件として、プラズマ領域の

大きさを入力する必要がある。プラズマ領域の大きさはプラズマ領域が規定するトロイダ

ル磁束（Φvac）の大きさを入力値とすることにより指定する。LHD におけるΦvacの設定法

の妥当性については、Φvac の与え方により MHD 平衡解がどのように影響を受けるかにつ

いて付録６．A にて議論する。 
 
 
 

付録３．B ３次元実空間 MHD 平衡解析コード HINT の計算手法 
 

VMEC では MHD 平衡解を求めるのに、磁気面座標系（ρ,θ,ζ）を用いた。これに対し

HINT は回転ヘリカル座標系[10]を用いる。回転ヘリカル座標系は実空間座標（幾何座標）

系の一種である。また HINT では計算過程において VMEC の様に実空間座標位置を変化さ

せるのではなく、固定実空間座標におけるプラズマ圧力や磁場を計算する。従って HINT
は計算アルゴリズムにおいて入れ子状の磁気面の存在を前提としない。 
 HINT はプラズマ圧力，磁場の初期条件を入力し、以下で述べるプラズマ圧力緩和，磁場

緩和の２ステップの緩和を反復させるにより、その収束結果として平衡を得る。 
 
プラズマ圧力緩和 
 磁場分布は固定し、次式を満足するようにプラズマ圧力を緩和させる。 
 0=∇⋅ pB  ・・・（３．B．１） 

（３．B．１）は磁力線上でプラズマ圧力の勾配が無い事と等価である。緩和の評価はある

座標位置の圧力をその座標を通る磁力線上の平均圧力とすることにより行う。第６章に述

べる解析においては圧力平均をトーラス１０周にわたる磁力線の平均として評価する。ま

た磁力線をある距離追跡し、“壁”に繋がる磁力線上の圧力はゼロとする。“壁”は計算領

域の境界としており、真空容器と同程度の大きさに設定してある。 
 
磁場緩和 
 次にプラズマ圧力分布は固定し、磁場を緩和させる。 
運動方程式，及びオームの法則は次式にて表される。 
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 ( ) ( )[ ]Bjjpfv
t c

rrrr
×−−∇−=

∂
∂

0ρ  ・・・（３．B．２） 

( )( )torjjjBv
t
B rrrrr
r

−−−××∇=
∂
∂

0η  ・・・（３．B．３） 

ここで、ρは質量密度， v
r
は流速， 000 µBj

rr
×∇= ， 0B

r
は真空磁場， torj

r
はトロイダル電流

分布，またηは電気抵抗率である。fcは次式で表される係数であり全てのグリッド点で計算

される。 

 ( )



>
≤

=
cc

c
c BBforBB

BBfor
f 2/

1
 ・・・（３．B．４） 

B は磁場強度，Bc はプラズマ領域の磁場の強度とコイル近辺の強い磁場強度の間の値に設

定する[19, 20]。均一な fc =1 を設定した場合、外部コイル近くの領域では真空磁場が特異的

に強いために、そこではアルフベン速度が非常に速い。そのため（３．B．２）や（３．B．

３ ） を 時 間 積 分 す る 上 で の 時 間 刻 み 幅 の 上 限 に 関 す る 数 値 解 析 的 な 条 件

（Courant-Friedrichs-Levy 条件[21]）を満足させる為には非常に細かいメッシュサイズと

時間ステップが必要となる。外部コイルに近い為に磁場強度が強い領域を統一的に扱うた

めに非均一な fcを導入することによって外部コイルがあっても全ての領域で CFL 条件を満

足させることが出来る。（３．B．２），（３．B．３）を緩和させることにより磁場を得る。

（３．B．２）の左辺は運動量の時間変化を表し、流速が十分小さくなった時に平衡状態

pBj ∇=×
rr

が達成されたとみなす。 

 
 
 

付録３．C 磁気計測器信号解析コード DIAGNO の計算手法 
 
自由境界 VMEC では付録３．A で述べたようにプラズマ境界での磁気ポテンシャル ( )x

r
Φ

を評価する。DIAGNO[14]はプラズマ境界での ( )x
r

Φ を基にプラズマ由来の磁場及びベクト

ルポテンシャルを次式より評価する。 

( ) ( )( ) ( ) ( )( )∫∫ ∂∂
⋅∇Φ++∂=Φ∇=

DD
v fxxxfBBxxxB 'd',G'

4
1'd',G

4
1 '

1
'
0

rrrrrrrrrrr

ππ
 ・・・（３．C．１） 

 ( ) ( )( )'''d',G
4
1 '

1
'
0 xBBfxxA

D

rrrrrrr
Φ∇++×= ∫∂π

 ・・・（３．C．２） 

ここで、 x
r
はプラズマ外部の点，プライム記号はプラズマ境界上(∂D)の点 'x

r
における各変

数， ( ) '1',G xxxx
rrrr

−= ， 'd f
r
はプラズマ径方向（外側方向）の表面要素ベクトル， '

1B
r
は正味

のトロイダル電流が作り出すプラズマ境界での磁場，また '
0B
r
は外部コイルが作り出すプラ

ズマ境界での磁場を表す。DIAGNO では磁場 '
1B
r
を評価する際、正味のトロイダル電流をプ



47 

ラズマ境界面の重心がトーラス１周するフィラメントを流れる電流を使って模擬し、

Biot-Savart の法則を使って評価する。 
A
r
はプラズマ外側の位置であれば任意の位置での評価が可能である。磁束ループで検出

される磁束Φloopは 

∫= lA
rr
dΦ loop  ・・・（３．C．３） 

で表すことが出来る。ここで、 l
r
d は磁束ループの線要素である。 

（３．C．１）を用いて 

∫= sB
rr
dΦ loop  ・・・（３．C．４） 

よりΦloop を評価することも原理的には可能であるが、ヘリカル装置における磁束ループ形

状は複雑であることが多く、磁束ループの表面要素ベクトル s
r
d の評価が困難であることか

ら（３．C．３）が通常用いられる。（３．C．１）は磁気プローブ位置の磁場の評価、及び

真空領域の磁気島などの磁場構造の解析[22, 23]に用いられる。 
 
 
 

付録３．D 磁気計測器信号解析コード JDIA の計算手法 
 
 図３．D．１に示す２本のフィラメントループ１，及び２を考える。両者のループに沿う

線要素をそれぞれ 1d l
r
と 2d l

r
とする。ループ１に電流 I1 が流れた時、ループ２を通過する

磁束Φは次式で表される。 

112 IM=Φ  ・・・（３．D．１） 
ここで M12はループ間の相互インダクタンスである。Stokes の定理を用いて（３．D．１）

は 

  21 dl
rr

∫= AΦ ・・・（３．D．２） 

で表される。 1A
r
はベクトルポテンシャルを表す。ここで単位電流あたりのベクトルポテン

シャル(以後、応答関数) 1ar を導入する[24]と、（３．D．２）は 

211 d)( l
rr

∫ ⋅= aIΦ  ・・・（３．D．３） 

で表される。相互インダクタンスを応答関数を用いて表すと 
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  2112 d l
rr

∫= aM  ・・・（３．D．４） 

となる。 
 相互インダクタンス M12 はループ１に 1[A]の電流が流れた際にループ２に誘起される磁

束を表している。逆にループ２に 1[A]の電流が流れた際にループ１に誘起される磁束 M21

も M12と同じ大きさになる。従って 

  12212112 dd l
rr

l
rr

∫∫ === aaMM  ・・・（３．D．５） 

を得る。これを用いて（３．D．３）は 

121 d)( l
rr

∫ ⋅= aIΦ  ・・・（３．D．６） 

で表される。 
ループ１をプラズマとし、ループ２を磁束ループと考える。ここまではフィラメント電

流を考えたが、プラズマ中を流れる電流は空間的に分布している。電流密度 1J
r
と、 1J

r
の向

きのベクトルを法線方向に持つ面積要素 1d s
r
を用いて電流 I1は 

∫= 111 d sJI rr
 ・・・（３．D．７） 

で表される。これを用いて（３．D．６）は次式となる。 

∫ ∫ ⋅⋅= 1211 d)d( l
rrrr

asJΦ  ・・・（３．D．８） 

体積要素 111 ddd l
rr

⋅= sV より 

∫ ⋅= 121 dVaJ rr
Φ  ・・・（３．D．９） 

を得る。従って、プラズマ電流密度 1J
r
，プラズマ体積要素 1dV ，及びプラズマと磁束ループ

間の応答関数 2a
r
を用いて磁束ループを通過する磁束Φを評価することが出来る[24]。 

 
応答関数 2ar の評価方法について述べる。Biot-Savart の法則によりベクトルポテンシャル

A
r
は 

( ) ∫ −π
µ

=
'
'd

4
0

xx
xI

xA rr

r
rr

 ・・・（３．D．１０） 

で表される。ここで xrは観測点位置， 'xr は電流源位置，また I は電流源の電流値を表す。ar

は 1[A]当たりのベクトルポテンシャルであることから 

( ) ∫ −π
µ

=
'
'd

4
0

xx
xxa rr

r
rr

 ・・・（３．D．１１） 

で得られる。 'x
r
をプラズマ座標， x

r
を磁束ループ座標，及び x

r
d を磁束ループに沿った線要
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素とすることにより 2ar を評価できる。 
VMEC, HINT といった平衡コードは磁気面座標，または実座標において空間分割し、各

グリッド上で平衡磁場が得られる。JDIA では各グリッド座標を 'x
r
とし、（３．D．１０）

より arを評価する。分割メッシュ内の体積を（３．D．９）の dV1とする。また 01 µBJ
rr

×∇=

より、この平衡磁場から 1J
r
を得る。これらの要素を（３．D．９）に代入することにより磁

束ループを通過する磁束Φを評価できる。 
 
DIAGNO はプラズマ境界上での磁気ポテンシャルを計算する自由境界 VMEC には適用

できるが、その計算を行わない固定境界 VMEC と HINT には適用できない。JDIA は自由

境界 VMEC，固定境界 VMEC，及び HINT のいずれにも適用可能である。JDIA の計算結

果の妥当性検証のために同じ自由境界 VMEC の MHD 平衡解に対して JDIA と DIAGNO
を用いて磁束を評価した結果を図３．D．２に示す。図３．D．２は図２．３．２と図２．

３．５の反磁性ループとサドルループに対して比較を行っている。自由境界 VMEC は真空

配位：LHD 標準配位，圧力分布：中間，トロイダル電流：ゼロの基で計算を行った。JDIA
と DIAGNO で計算された磁束は反磁性ループ及びサドルループ共に非常に良い一致を示

しているので、JDIA の計算モデル、コーディングは妥当であると評価できる。 
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図３．１．１ 円柱座標 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図３．３．１ 自由境界 VMECによる平衡計算と DIAGNOによる反磁性ループ磁束の評
価結果（真空磁場配位：LHD 標準配位，トロイダル電流ゼロ）。Wpは自由境界 VMEC で
評価した等方圧力プラズマの蓄積エネルギー(a)解析に用いた圧力分布，(b)反磁性ループ磁
束の評価結果 
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図３．３．２ <βdia>と<βkin>の比較（真空磁場配位：LHD標準配位，|Ip|< 10 kA，全
て接線方向 NBI加熱及びガスパフ供給による水素放電） 
 
 

 
図３．４．１ トロイダル電流が磁気計測器に与える影響の補正手法 

MSE による磁場のピッチ角計測から
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図３．４．２ 等方圧力を仮定した平衡コード（自由境界 VMEC）と磁気計測器信号解析

コード（DIAGNO）での計算結果（真空配位：LHD 標準配位，トロイダル電流ゼロ）。(a)
自由境界 VMEC の計算に用いた圧力分布。(b)計算結果 
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従来手法               新手法 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図３．４．３ 自由境界 VMEC を用いた磁気計測器信号の評価手法と HINT を用いた手法 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

自由境界 VMEC 

JDIA 

プラズマ電流が磁気計測

器に誘起する磁束 

DIAGNO 

プラズマ境界における

磁気ポテンシャル 

HINT （又は自由境界VMEC,固定
境界 VMEC) 

プラズマ電流（反磁性電流，

P.S.電流他） 

プラズマ電流が磁気計測

器に誘起する磁束 



54 

0 1 20

1

2

3
[×10-2]

<βdia>

Φ
di

a [
W

b]

G:/ana/Dron/JDIA/diamagSL23-r1.SMP

0 1 20

2

4

6

8[×10-3]

Φ
PS

  [
W

b]
θ

=1
05

°

<βdia>

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図３．D．１ ２本のフィラメントループ。 1dl

r
， 2dl

r
は各ループの線要素ベクトルを表す。

I1はループ１に流れる電流値。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図３．D．２ JDIA と DIAGNO のクロスチェック結果（真空配位：LHD 標準配位，圧力

分布：intermediate，トロイダル電流ゼロ）。(a)反磁性ループ磁束，(b)サドルループ磁束 
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第４章 トロイダル電流駆動実験における MHD 平
衡量の同定精度向上 

 

４．１．はじめに 

 
 ３．１節にて述べたように、ヘリカル装置においても非誘導電流駆動に起因したトロイ

ダル電流が実験的に観測されている。磁気計測により平均ベータ値や圧力分布を同定しよ

うとする場合、圧力由来の電流（反磁性電流と P.S.電流。いづれも磁気面平均するとゼロ）
が作り出す磁場が計測対象となるが、トロイダル電流が作り出す磁場も磁気計測器信号に

は含まれる。トロイダル電流が作り出す磁場が大きい場合、蓄積エネルギー，平均ベータ

値，及び圧力分布の同定精度が劣化する。本章ではトロイダル電流が大きい放電において、

磁気計測器による蓄積エネルギーと平均ベータ値の計測精度向上を目的とし、トロイダル

電流放電における蓄積エネルギーと平均ベータ値の同定手法を検討した。また、検討した

同定手法を LHD実験結果に適用した結果について報告する。 
 反磁性ループは図２．３．２に示した配置である為、トロイダル磁束に対して敏感であ

る。一般に反磁性ループで計測される磁束Φloopは次式で表される。 

vacextIpdialoop Φ+Φ+Φ+Φ=Φ  ・・・ （４．１．１） 

ここで、Φvacは真空磁場形成に伴う磁束であり、２．３節で述べたように LHDでは反磁性
ループ磁束にΦvacは含まれない。Φdiaは有限プラズマ圧力による反磁性磁束であり、蓄積

エネルギーと平均ベータ値の評価に用いる。Φext はプラズマ電流によって外部コイル、及

び構造物に誘起された渦電流が作り出すトロイダル磁束である。Φext は２．３節で述べた

手法により較正される。ΦIpはトロイダル電流が作り出すトロイダル磁束である。トロイダ

ル電流の電流経路がトーラス成分のみを持つ環で模擬される場合、トロイダル電流はトロ

イダル磁束を作り出さない。しかし、トロイダル電流は主に電子が磁力線に沿って流れる

事により形成される。磁力線が有限の回転変換ιを持つので、トロイダル電流がある時、

その電流経路はポロイダル成分を持つ。従って、円形断面と大アスペクト比を仮定したモ

デル（図４．１．１）を用いると、トロイダル電流がある時、 

πφ

θ
φθ 2

ι
＝

R
rJ

B
B

JJ p=  ・・・ （４．１．２） 

で表されるポロイダル電流が流れ、トロイダル磁束を作る。ここで、Rはトーラス大半径、
rは小半径を表す。 
回転変換はトロイダル電流，外部コイルによって生成される。トロイダル電流によるト
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ロイダル磁束への影響は、回転変換がトロイダル電流、又は外部コイルのいずれかに起因

するかで正味トロイダル電流やその分布に対する影響が異なる。その違いを円形断面と大

アスペクト比を仮定したモデルに基づき以下で考察する。 
 
 
トロイダル電流による回転変換を通じたトロイダル磁束（Φpara）の発生[1] 
 図４．１．１に、以降で用いる円柱座標を示す。この座標系において圧力のバランス方

程式 

BJp
rr

×=∇   ・・・ （４．１．３） 

の J
r
にMaxwellの方程式 

( ) 0/ µBJ
rr

×∇=  ・・・ （４．１．４） 

を代入することにより次式を得る。 

( ) 0
d
d

2d
d

d
d 2

0 =+













+ θ

θφµ rB
rr

BB
rr

p
 ・・・ （４．１．５） 

上式の両辺に r 2を掛けて 0からプラズマ小半径 a まで部分積分することにより、次式を得
る。 

( )
0

8
)d(

2
d2

2
0222

0 =−+− ∫∫ π

µ
πππµ φφ

p

a

I
rrBBrrrp  ・・・ （４．１．６） 

円柱プラズマ内を通るトロイダル磁束をΦ（=πa2<Bφ>）とし、真空領域でのトロイダル

磁場
ar

B
=φ とプラズマ中でのトロイダル磁場 r

Bφ の差が十分小さい（δBφ<<
r

Bφ ）とする

と 

( )
Φ−=∫

π
µ

µ

π

φ 82

d 2
0

0
2

pI

B

rrp
 ・・・ （４．１．７） 

となる。上式を













=><

0
2
0 2µ

β
φB

p
と真空トロイダル磁束 ( )><π=Φ φ0Ba2

0 で表す

と 
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( )
><

+Φ><−=Φ
0

2
0

0
82

1

φπ

µ
β

B

I p
 ・・・ （４．１．８） 

となる。 右辺第２項が正味トロイダル電流によるトロイダル磁束であり、トロイダル電流
の極性によらず常時性を示す為、Φparaと記載する。 

( )
><

=
0

2
0

8
Φ

φπ

µ

B

I p
para  ・・・ （４．１．９） 

Φparaはトロイダル電流の積分値のみに依存し、電流分布には依存しないことが分かる。Φ

paraはトロイダル電流が作り出す回転変換が要因であることから、反磁性計測に与えるこの

影響はトカマクとヘリカル装置に共通の現象である。 
 
 
外部コイル電流による回転変換を通じたトロイダル磁束（Φh ）の発生[2] 

Maxwellの方程式 

JB
rr

0µ=×∇  ・・・ （４．１．１０） 

を図４．１．１のポロイダル成分（θ成分）について記述すると 

θ
φ µ J
r

B
z

Br
0=

∂

∂
−

∂
∂

 ・・・ （４．１．１１） 

となる。 0=
∂
∂

z
Br
，及び 

  πφ
φ

θ
φθ 2

ι
＝

R
rJ

B
B

JJ =  ・・・ （４．１．１２） 

を用いて（４．１．１１）は 

φ

θ
φ

φ µ
B
B

J
r

B
0−=

∂

∂
 ・・・ （４．１．１３） 

で表される。この両辺にπr 2を掛けて 0からプラズマ小半径 a まで部分積分を行うことに
より次式を得る。 
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∫∫ −=−
=

rr
R
rJrrBBa

ar
d

2
d2 2

0
2

π
πµππ φφφ
ι

 ・・・ （４．１．１４） 

ここで、ι=ιJ  +ιh で表される。ιJ はトロイダル電流が作る回転変換である。ιh は外

部コイルが作り出す回転変換であり、また有限ベータ時の Shafranov シフトや反磁性効果
による変化も含む。（４．１．１４）右辺はιJとιhの影響の線形結合として表される。（４．

１．１４）左辺は真空磁場からのトロイダル磁束の変化であり、即ちΦIpに対応する。ιJ に

よる磁束はΦparaである。同様にιhよる磁束をΦhと記載すると、 

∫ π
πµ−≡Φ φ rr

R
rJh d

2
2h

0
ι

 ・・・ （４．１．１５） 

のように定義される。従って（４．１．１４）を纏めると 

∫∫ −−=Φ+Φ=Φ rr
R
rJrr

R
rJhparaIp d

2
d

2
2

0
2

0 π
πµ

π
πµ φφ

hJ ιι
 

・・・（４．１．１６） 
で表される。尚、ιJ を Jφで表し、（４．１．１６）右辺第１項の積分を実施すると（４．
１．９）が導かれる。 
Φpara がトカマクとヘリカル装置に共通に発生する磁束であったのに対し、Φh はヘリカ

ル装置特有の磁束である。また、Φparaは正味トロイダル電流の計測が出来れば補正可能で

あったのに対し、Φhはその補正にトロイダル電流分布の情報が必要である。実際、４．３

節で示すMSE計測の結果では、プラズマ中心領域と周辺領域で極性が反転する電流分布が
示されている。 
 
 
 

４．２．反磁性計測におけるトロイダル電流の高精度な補正法 

 
 ３．３節で述べた従来方法では、Φdia からプラズマ蓄積エネルギーやβ値の評価を行う

上で“自由境界 VMEC＋DIAGNO”を用いていた。トロイダル電流が反磁性計測に与える
効果については無電流を仮定するか、又は前節で述べた円形プラズマ断面と大アスペクト

比を仮定した近似式による補正を行う事がこれまで一般に行われてきた [2]。本節では、ト
ロイダル電流が反磁性計測に与える影響のより精度の良い較正法である“自由境界 VMEC
＋JDIA”を使った手法（新手法）について議論する。 
 新手法は近似式に比べて以下の２点において高精度化が期待できる。 
 i) プラズマの３次元幾何学形状を考慮する事による高精度化 
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   ii) 反磁性ループの設置位置の効果を正確に取り込む事による高精度化 
 
i) プラズマの３次元幾何学形状の影響 
 図４．２．１に LHD標準真空磁場配位における磁力線のポロイダル断面への投影を示す。
磁力線追跡の開始位置はトロイダル角φ＝0，及びポロイダル角θ＝0 であり、最外殻磁気
面上を追跡している。ポロイダル断面に投影した磁力線は２重螺旋の構造となっている事

が分かる。２重螺旋の大回転と小回転について以下に考察する。 
 
 大回転： 
  磁場構造が回転変換を持つことにより磁力線がφ方向に進むと、磁力線はθ方向に

も進む。これが大回転の発生原因である。この大回転は前節で示した近似式の中で回

転変換として考慮されている。 
 
 小回転： 
  LHD は任意のポロイダル断面で見ると楕円形をしている。図４．２．２に LHD に
おけるプラズマのポロイダル断面形状の模式図を示す。異なるポロイダル断面で見る

と楕円が回転する構造となっている。この幾何学形状の回転が小回転の要因となる。

楕円の軸はトーラス１周する間にポロイダルに５回転する。楕円の長軸の頂点から磁

力線を追跡した場合、ι/２π=5であれば磁力線は楕円の長軸とともに回転するが、ι
/２π≠5であれば楕円の長軸回転と回転変換との差によって２重螺旋の構造となる。前
節で述べた近似式のように円形プラズマ断面を仮定した場合、小回転によって作り出

されるトロイダル磁束は考慮されない。また、図４．２．１の破線は最外殻磁気面の

平均小半径を示しているが、磁力線経路の平均小半径に対して小さい。前節で述べた

近似式では磁気面の平均小半径を用いた計算を行うが、３次元平衡解析によれば磁力

線経路の平均小半径はより大きい事がわかる。 
 
上記のことから、新手法“自由境界 VMEC＋JDIA”は近似式では４．１節で紹介した円
断面と大アスペクト比を仮定した近似式では考慮されないプラズマの３次元形状の影響評

価が可能であると考えられる。プラズマの３次元形状の影響を「ii) 反磁性ループの設置位
置の効果」と切り分けるために、図４．２．３に示したプラズマ真空容器全体を取り囲む

仮想的な大反磁性ループを用いた解析を行った。正味電流が同じで急峻な電流分布と凹型

分布に対して、円断面と大アスペクト比を仮定した近似式と“自由境界 VMEC＋JDIA”に
よる磁束評価結果の比較を図４．２．４に示す。自由境界 VMEC の計算は圧力ゼロの仮定
の下で行われている。近似式は小半径を最外殻磁気面の平均小半径とし、回転変換分布と

して真空配位を用いた。急峻な電流分布は大河電流を模擬しており、凹型電流分布は B.S.
電流を模擬しており、急峻分布～(1-ρ2)2，及び凹型分布～(1-ρ2)ρ2とした。トロイダル電
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流が作り出すトロイダル磁束は(Φpara+Φh)[Wb]であり、2(Φpara+Φh)/Φvacとする事によっ

てベータ値の単位に換算して示している。ここで、Φvac は外部コイルがプラズマ体積中に

作り出すトロイダル磁束である。 
図４．２．４の“自由境界 VMEC＋JDIA”による磁束評価結果によれば、B.S.電流を模
擬した凹型電流が 100[kA]流れた場合、2(Φpara+Φh)/Φvac～0.01（1%）が反磁性ループに
誘起される。将来、到達ベータ値の増加に伴い 100[kA/T]の B.S.電流が流れる可能性があ
るが、“自由境界 VMEC＋JDIA”の評価によれば、この場合、トロイダル電流により体積
平均ベータ値１％に相当する反磁性計測の精度が失われる事を示唆している。 
図４．２．４の円断面と大アスペクト比を仮定した近似式、及び“自由境界 VMEC＋JDIA”
による磁束評価結果はいずれも急峻な電流分布より凹型電流分布の作り出すトロイダル磁

束の方が大きい。大回転を考えるとトロイダル電流の電流経路は環状ソレノイドコイルで

近似できる。電流分布が最大となる環状ソレノイドコイルの半径は急峻な電流分布より凹

型電流分布の方が大きい。環状ソレノイドコイル内のトロイダル磁場は均一であるため、

トロイダル磁束は環状ソレノイドコイルの半径に依存する。従って、プラズマ周辺領域に

大きな電流分布を持つ凹型電流分布の方が反磁性ループに誘起する磁束が大きい事に対応

している。 
また、図４．２．４の結果を円断面と大アスペクト比を仮定した近似式と“自由境界 VMEC
＋JDIA”による磁束評価結果の比較から纏めてみると、以下の２点についての違いを見る
ことができる。 
・近似式より“自由境界 VMEC＋JDIA”の方がトロイダル磁束が作り出すトロイダル
磁束が大きい 
・近似式の結果は Ip/Btに対して非線形であるが“自由境界 VMEC＋JDIA”の結果は
線形に近い 

この２点に関して以下のように定性的に解釈できる。 
 
近似式より“自由境界 VMEC＋JDIA”の方がトロイダル磁束が大きい 
 図４．２．１より、ポロイダル断面に投影された磁力線軌跡の小回転の作り出すトロイ

ダル磁束は、磁力線の大回転の作り出すトロイダル磁束と同じ極性を持っている。近似式

は大回転の効果のみを考えているため、磁力線小回転の効果も考慮した“自由境界 VMEC
＋JDIA”による磁束評価は、円形断面と大アスペクト比を仮定した近似式に比べてトロイ
ダル磁束が大きい。また、２重螺旋構造の平均半径は、近似式で小半径として用いている

プラズマの最外殻磁気面より大きい。従って、トロイダル磁束が大きくなると考えられる。 
 
近似式は Ip/Btに対して非線形となるが“自由境界 VMEC＋JDIA”は線形 
（４．１．１７）をトロイダル磁束に影響する要因に着目して表すと 
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( ) ( ) ( )( ){ +−=Φ+Φ=Φ ∫ rRrJJPJ fachparaIp d,,Gf
2 0
0

φφ
µ

JJ ιι  

( ) ( ) }∫ rRrPfac d,,Gf hh ιι     ・・・（４．２．１） 

となる。ここで、J0はトロイダル電流密度分布の最大値，及び Pfacはトロイダル電流分布

のピーキングファクターを表す。f(Pfac )はトロイダル電流分布によるΦIpへの影響を表す関

数である。図４．２．５にトロイダル電流の増加による回転変換の変化を示す。急峻, 凹型
共に順方向電流の増加は回転変換を増加させ、逆方向電流の増加は回転変換を減少させる

事が分かる。ιhは真空磁場により生成される回転変換であり、図４．２．５に示された Ip 

/Bt=0の回転変換である。ιJはトロイダル電流により生成される回転変換であるため Jφの
関数となり、図４．２．５に Ip /Bt=0と Ip /Bt ≠ 0における回転変換差として表されている。
前述の大回転の効果はιJ(Jφ)とιhの項で表されている。Gはプラズマの幾何学形状による
ΦIpへの影響を表す関数であり、（４．１．１６）より rと Rの関数である。また、小回転
の回転数はプラズマ断面のポロイダル回転と回転変換の差によって生じるため、G はιに
も依存する。 
 図４．２．６にトロイダル電流分布が一定で順方向電流が増加する場合のΦIpへの影響

について示す。順方向電流増加に伴い J0の増加が常磁性極性のΦIpを線形に増加させる（図

中①）。順方向電流増加はιJ を増加させ、これにより大回転の回転数が増加し、常磁性極

性のΦIp を増加させる（図中②）。円断面と大アスペクト比を仮定した近似式ではこの２つ

の効果が考慮されているが、“自由境界 VMEC＋JDIA”では、更に小回転の効果が加わる。
先に述べたように、磁力線の小回転は楕円断面プラズマのポロイダル回転数（５回転）と

回転変換との差によって生じる。図４．２．５に示すように LHDの運転領域では回転変換
＜５であるため、回転変換の増加はプラズマ断面のポロイダル回転数との差を小さくする。

従って、順方向電流の増加（回転変換の増加）は磁力線の小回転の回転数を減少させ、ΦIp

を減少させる（図中③）。同様に図４．２．７に、逆方向電流が増加する場合のΦIp への影

響を示す。 
円形断面と大アスペクト比プラズマを仮定した近似式では、順方向電流増加に対して図

４．２．６の①の効果による常磁性極性のΦIpの増加に②による常磁性極性のΦIpの増加の

効果が重畳する。このため順方向電流増加に対して常磁性極性のΦIpが急激に増加する。逆

方向電流の場合は図４．２．７の①による効果と②の効果が相殺し、逆方向電流増加に対

して反磁性極性のΦIpの増加は緩やかとなる。従って、トロイダル電流に対するトロイダル

磁束の変化は非線形な関係となる。 
一方、“自由境界 VMEC＋JDIA”では、順方向電流の増加に伴い、図４．２．６の①と
②の２つの効果に加え、磁力線の小回転数減少による常磁性極性のΦIpの減少の効果が加わ

り、常磁性極性のΦIpの急激な増加が緩和される。逆方向電流の場合も同様に、上記の２つ

の効果によるゆるやかな反磁性極性のΦIpの増加に小回転数減少による反磁性極性のΦIpの
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増加の効果が加わる。従って、“自由境界 VMEC＋JDIA”ではプラズマ電流に対するトロ
イダル磁束の関係は、円形断面，大アスペクトプラズマ近似式に比べて線形に近い関係と

なる。 
 
ii) 反磁性ループの設置位置の効果を取り入れた解析 
  
円形断面，大アスペクトプラズマ近似式ではプラズマ境界上に反磁性ループがあり、プ

ラズマ境界と反磁性ループとの距離はゼロと仮定しているが、実際の実験装置においては

プラズマ境界と反磁性ループとの間に距離がある。“自由境界 VMEC＋JDIA”による磁束
評価の場合はプラズマ電流位置と計測ループ位置から response functionを計算し、磁束を
評価するため、プラズマ境界と反磁性ループの距離の効果を考慮でき、精度の高い評価が

可能となる。また、新規計測器の設置を検討する際にも設計段階で新手法による検討が可

能である。 
 図４．２．８に LHDに実際に配置されている反磁性ループの配置を示す。図４．２．９
に、真空容器を囲む大反磁性ループを仮定した場合と LHDの実際の反磁性ループに対して
“自由境界 VMEC＋JDIA”を用いて評価したトロイダル磁束の結果を示す。LHD の反磁
性ループでは真空容器を囲む大反磁性ループの結果と比べて評価されたトロイダル磁束が

小さくなっていることがわかる。図４．２．８よりポロイダル断面に投影した磁力線が LHD
の反磁性ループの領域外にあることが分かる。磁力線がポロイダル断面への投影図で見て

反磁性ループの領域外で大回転や小回転をすると、それに沿って流れるトロイダル電流が

作り出すトロイダル磁束は反磁性ループで計測されない。図４．２．１０にプラズマが縦

長断面のトロイダル角に面積の異なる反磁性ループを配置した場合のΦIp を示す。Ip 

/Bt=-100[kA/T]の凹型電流分布に対して“自由境界 VMEC＋JDIA”を用いてΦIpを評価し

ている。ループ面積が小さくなるとΦIpが小さくなっている。面積が小さくなると反磁性ル

ープ外で生じるΦIpが計測されない事を表している。この事から反磁性ループ磁束はその配

置によって、トロイダル電流の作り出すトロイダル磁束に対する敏感さが異なることが分

かる。トロイダル電流の作り出すトロイダル磁束の精度良い補正のみならず、計測器の配

置設計を行う上で“自由境界 VMEC＋JDIA”による評価法が有効であることがこの事から
も分かる。 
  
 反磁性ループは理想的には同一トロイダル角上に配置される。反磁性ループの設置にお

いてはトロイダル角±１°の設置誤差が見込まれており、これは±3cm に相当する。２．
３節で述べたように反磁性ループが計測するポロイダルコイルの電流値の変化は無視でき

る。ここでは、トロイダル電流由来の反磁性ループ磁束に対する設置誤差について評価す

る。図４．２．１１に評価結果を示す。急峻電流分布と凹型電流分布のいずれにおいても

設置誤差が２ΦIp/Φvacへ及ぼす影響は±0.04%以内であり、設置誤差の影響は小さい。 
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４．３．トロイダル電流の補正法の実験的な検証 

 
 本節では新手法（“自由境界 VMEC＋JDIA”による磁束評価法）の妥当性を実験的に検
証する。検証法としてトロイダル電流の影響が大きい実験において観測された反磁性ルー

プ磁束の振る舞いと、新手法により評価したトロイダル電流が反磁性ループに与える影響

の比較を行う。 
 
実験におけるΦIpの抽出方法 

LHDにおいてはトムソン散乱計測による電子温度分布計測，FIR干渉計による電子密度
分布計測が確立している。Te=Ti, Zeff =1 と仮定することにより、これらの熱化圧力分布計
測からプラズマ蓄積エネルギーや平均ベータ値の評価を行うことが出来る。熱化圧力分布

計測により評価したプラズマ蓄積エネルギーや平均ベータ値をWkin, <βkin>で表す。また、
本章ではトロイダル電流の補正を行う前の反磁性ループ磁束から評価した平均ベータ値を

(3/2)<β⊥>と表記する。 
新手法により評価されたΦIpの妥当性検証の為には、実験的に観測されるΦIpを抽出する

必要がある。実験におけるΦIpの抽出手法として、ここでは(3/2)<β⊥>と<βkin>の差の要因
に着目して行う。(3/2)<β⊥>と<βkin>の差の要因としては 
 a) トロイダル電流が作り出すトロイダル磁束（ΦIp）が(3/2)<β⊥>の評価に影響を与える 
 b) (3/2)<β⊥>にはビーム圧力が含まれるが<βkin>には含まれない（ビーム圧力に関する
評価については５章参照） 
 c) Teと Tiの差，Zeffの影響 
が挙げられる。実験的に a)の影響を抽出する為には、b)と c)の影響が少ない，または b)と
c)の影響の変化が小さい実験データを用いると良い。b)と c)が作り出すトロイダル磁束をΦ
otherと表記すると、(3/2)<β⊥>は次式で表される。 

vacIpvacotherkin ΦΦ+ΦΦ+>>=<< ⊥ /2/2
2
3

ββ  ・・・（４．３．１） 

 
以降、Φotherの変化の小さい実験データを用いてΦIpを抽出する。 
 図４．３．１に本節で解析対象とした放電における各パラメータの時間変化を示す。ト

ロイダル磁場方向と回転変換に対応した等価的なプラズマ電流の方向を順方向（co），その
反対方向を逆方向（ctr）と定義する。トロイダル電流の極性は co方向を正として示してい
る。放電前半（～4.8sec）では co方向の接線 NBI１台による加熱を行い、放電後半では ctr
方向の接線 NBI加熱２台による加熱を行っている。この結果として、NBCDによるトロイ
ダル電流が co-ctrへ切り替わる放電を得ている。（図４．３．１で示している(3/2)<β⊥>は
トロイダル電流が作り出すトロイダル磁束の補正を行っていない。）従って、<βkin>と(3/2)<
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β⊥>の差には a)の効果が含まれている。トロイダル電流分布が凹型～急峻な分布であると
仮定すると図４．２．９より co方向のトロイダル電流は常磁性磁束を発生させ、その補正
を行わずに(3/2)<β⊥>を評価した場合には(3/2)<β⊥>が低く評価される。逆に ctrトロイダ
ル電流は(3/2)<β⊥>が高く評価される。図４．３．１の放電時間全般を通じて<βkin>と(3/2)<
β⊥>を比較すると、定性的にこの傾向が見られる。この放電では NBI３号機をプローブビ
ームとしてMSE計測が行われている。NBI３号機入射中の 5.0～6.5secの時間帯に注目す
ると電子密度がほとんど変化していないことが分かる。また NBI加熱パワーの変化も小さ
い。ビーム圧力は密度と NBIパワーに依存するので、5.0～6.5secではビーム圧力の変化が
小さいと考えられる。また、X線結晶分光器計測によるプラズマ中心でのイオン温度 Ti0と

トムソン散乱計測によるプラズマ中心での電子温度 Te0の比は 5.0～6.5secの時間帯でほと
んど変わらず、また水素ガスパフのみによる放電の為、c)の影響による(3/2)<β⊥>と<βkin>
の差の変化も小さいと考えられる。b), c)の変化が小さいと考えられるにも関わらず、(3/2)<
β⊥> / <βkin>は大きく変化しており、これは Ipの変化に伴う a)の影響によるものと考えら
れる。以後、5.0～6.5secの時間帯に注目して新手法を適用する。 
 ５章にて述べるようにビーム圧力は密度に強く依存するが、図４．３．１の 5.0～6.5sec
の時間帯では体積平均電子密度は 0.5×1019m-3 と低密度であるため、ビーム圧力の変化は

小さいがその絶対値は大きいと考えられる。従って、(3/2)<β⊥>と<βkin>の差から実験に
おけるΦIpを抽出する為、以下の手順を取る。 
・MSE計測の実施された時間１点を基準点とする 
・基準点において自由境界 VMEC＋JDIAよりΦIpを評価する 
・基準点において上記で評価したΦIp，反磁性計測による(3/2)<β⊥> ((3/2)<β⊥>はトロ
イダル電流を補正せずに評価したもの)，トムソン散乱，及び FIR干渉計による<βkin>
から（４．３．１）よりΦotherを評価する 
・基準点に対して、5.0～6.5secの時間帯ではΦotherの変化は小さいと考えられる。また<
βkin>の変化も小さい。この為、基準点からの(3/2)<β⊥>の変化量はΦIp の影響のみと

考えることが出来る 
 ・基準点からの(3/2)<β⊥>の変化量を磁束に換算し、これをΦIp とする。（(3/2)<β⊥>と
磁束の関係式については３．４節参照） 

 
実験におけるΦIpの抽出結果と新手法によるΦIpの評価結果 
図４．３．１の放電では MSE のサンプリング間隔は 0.5sec である。5.0sec, 5.5sec, 及
び 6.5secにおいてトロイダル電流分布が計測されている（露光積分時間は±0.1sec）。図４．
３．２に MSE によって計測されたトロイダル電流分布を示す。ここでは 5.5sec を基準点
とする。新手法（“自由境界 VMEC＋JDIA”による磁束評価法）によれば 2ΦIp /Φvac =1.6
×10-1%であり、（４．３．１）より 2Φother /Φvac =7.4×10-2%である。この 2Φother /Φvac

を用いて 5.0secと 6.5secにおいて 2ΦIp /Φvacを抽出したものを図４．３．３の実線で示す。
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一方 5.0secと 6.5secにおいてMSEにより計測されたトロイダル電流分布を用い、“自由境
界 VMEC＋JDIA”により評価した 2ΦIp /Φvacを図４．３．３の赤丸に示す。図４．３．

３から、5.0secと 6.5secにおいて実験データから抽出した 2ΦIp /Φvacと新手法の結果は定

量的に近い事が分かる。これにより“新手法(“自由境界 VMEC＋JDIA” による磁束評価
法)によるΦIpの評価手法の妥当性が示された。 

 
新手法による反磁性ベータ値の校正結果 
新手法(“自由境界 VMEC＋JDIA” による磁束評価法)により評価した 2ΦIp /Φvacを基

に、次式よりトロイダル電流を補正したベータ値が得られる。 

vacIpvacother ΦΦ−ΦΦ−><>=< ⊥⊥ /2/2
2
3

2
3 mod ββ  ・・・（４．３．２） 

( ) >< ⊥
mod23 β は前述の a), b), 及び c)の効果を補正したものである。図４．３．１の放電に

対する ( ) >< ⊥
mod23 β の時間変化を図４．３．４に示す。 

  
 
補足 
本解析ではΦotherを評価するための基準点としてMSE計測の行われている１点の時間を
選択した。一方、基準点として Ip=0 の時間を選び“正味電流がゼロであればΦIp=0”であ
ると仮定”する事も考えられる。この場合<βdia>と<βkin>の差は全てΦother によるもので

あり、Ip=0 の時間におけるΦother を知ることが出来る。しかしヘリカル装置では積極的な

オーミック電流駆動を行っていないため、プラズマ中心と周辺領域でトロイダル電流密度

の極性が反転する可能性がある。正味電流がゼロであっても内部電流分布を持つ場合には、

プラズマ電流がトロイダル磁束を作り出す可能性がある。従ってヘリカル装置におけるプ

ラズマ放電中には、“正味電流がゼロであればΦIp=0”という仮定は満足されない場合があ
る。図４．３．２に示されているMSEによるプラズマ電流分布計測においても 6.5 sec(Ip =10 
kA/T)でプラズマ内外の極性反転が見られる。 
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図４．１．１ 円柱座標 
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図４．２．１ LHD標準真空磁場配位における磁力線のポロイダル断面への投影図と回転
変換分布 

 
 
 
 
 
 
 

図４．２．２ LHDのプラズマのトロイダル角が異なるポロイダル断面におけるプラズマ
境界形状。φはトロイダル角を示す。 
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図４．２．３ 仮想の大反磁性ループの配置と磁力線追跡結果（真空配位：LHD標準配位） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図４．２．４ 近似式による計算結果と新手法（VMEC+DIAGNO）による計算結果の比較
（真空配位：LHD標準配位，圧力ゼロ）。(a)評価に用いた電流密度分布(b)計算結果。新手
法は大反磁性ループにおける磁束を評価している 
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図４．２．５ 圧力ゼロの場合のトロイダル電流に対する回転変換分布の変化（真空配位：

LHD標準配位，圧力ゼロ）。トロイダル電流分布は(a)peak，(b)hollow。 
 

(a) peak 

(b) hollow 

Ip/Bt0 [kA/T] 

Ip/Bt0 [kA/T] 



71 

 

( ) ( ) ( )( ){ ( ) ( ) }∫∫ +
µ

−=Φ φφ drRrGPfdrRrJGJPfJ facfacIp ,,,,
2 0
0

hhJJ ιιιι  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図４．２．６ 順方向電流増加に伴うトロイダル磁束の発生機構 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図４．２．７ 逆方向電流増加に伴うトロイダル磁束の発生機構 
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図４．２．８ LHD反磁性ループの配置と磁力線追跡結果のポロイダル断面への投影図（真
空配位：LHD標準配位） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図４．２．９ LHD反磁性ループと大反磁性ループのトロイダル磁束の比較（真空配位：
LHD標準配位，圧力：ゼロ）。何れも自由境界 VMECと JDIAによる評価 
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図４．２．１０ 反磁性ループ面積に対するΦIp の依存性。(a)反磁性ループ配置 (b)自由
境界 VMEC＋JDIAによる反磁性ループ磁束の評価（真空磁場配位：LHD標準配位，圧力：
ゼロ，Ip=-100kA/T，凹型電流分布） 
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図４．２．１１ LHD反磁性ループの設置誤差の評価。(a)急峻電流分布， (b)凹型電流分
布（真空磁場配位：LHD標準配位，圧力：ゼロ）。何れも自由境界 VMECと JDIAによる
評価 
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図４．３． 1 トロイダル電流が流れる放電におけるプラズマパラメータの時間変化（真
空磁場配位：LHD標準配位，磁場強度：1.481T） 
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図４．３．２ 図４．３．１の放電におけるMSE計測による電流分布 
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図４．３．３  実験データから抽出したΦIpと新手法“自由境界 VMEC＋JDIA”により
評価したΦIpの比較。MSEの露光時間±0.1secにおける Ip/Btの変化量をエラーバーとして

示している 
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図４．３．４ トロイダル電流の補正前後のベータ値（真空配位：LHD標準配位，磁場強度：
1.481T） 
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第５章 圧力非等方度の同定[1] 
 

５．１．はじめに 

 
 ３．１節で述べたように反磁性電流は p⊥に依存し、P.S.電流は（p||＋p⊥）に依存する。
従って、原理的に反磁性電流に敏感な磁束ループ，及び P.S.電流に敏感な磁束ループを用い
て圧力非等方度の検出が可能である。 
 
非等方圧力の計測に関するこれまでの研究として L-2及び Heliotron DRにおいて、反磁
性ループと P.S.電流に敏感な磁束ループの組み合わせを用いて、磁気計測器が圧力非等方度
を検出可能である事を示した報告がある[2, 3]。これらの研究では P.S.電流が作り出す垂直
磁場を計測するために、径方向の磁場に敏感な磁束ループ[2]，またはプラズマ上方に設置
した大半径の異なる２本のワンターンループで計測される磁束の差を用いている[3]。計測
値の較正には大アスペクト比近似に基づいた磁気計測信号と圧力の関係式を使っている。 

 
以下、[3]で用いられている大アスペクト比近似に基づいた磁気計測信号と圧力の関係式
について説明する。円柱座標系(R,φ,Z)において、磁気軸上方 zの位置における磁場の垂直
方向成分 Bvは P.S.電流 J||を用いて次式で表される。 

  drd
c

rJ
z

B
a

v θ
θ
θ

π
µ π

π∫∫ − −
=

2/

2/

||

0
0

sin
cos

2  ・・・（５．１．１） 

ここで rはプラズマ小半径を示し、c=(z2+r2)/2zrである。３．１節で示したように P.S.電流
は（p||＋p⊥）に依存するため、（５．１．１）は 

  
( )

dr
r

pp
R

r
Bz

B
a

v ∫ ∂

+∂
= ⊥

0

||
2

2
0

2/ π
µ
ι

 ・・・（５．１．２） 

で表され、更に右辺の積分を行うことにより 

 K
B
B

a
zpp v

2

|| 





>=<+>< ⊥  ・・・（５．１．３） 

となる。K は圧力分布と回転変換分布に依存する係数である。圧力分布を仮定し、また回
転変換は真空磁場における回転変換からの変化が小さいと仮定することにより、K の値を
求めることが出来る。Bvは半径の異なる２本のワンターンループで計測する。一方、<p⊥>
は反磁性ループより評価可能する。（５．１．３）より評価した<p⊥>+< p ||>と反磁性ルー
プより評価した< p ⊥>を比較することにより ECH 低密度プラズマでの圧力非等方度の観
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測を行っている。[2]においても同様の手法を用いて<p⊥>と<p||>を得て、ECH低密度プラ
ズマでの圧力非等方度の観測を行っている。 
  
 本研究では[2, 3]で使われた大アスペクト比近似式ではなく、３．４節で述べたように
MHD平衡解析コード（自由境界 VMEC），磁気計測器信号解析コード（DIAGNO），及び
NBI 粒子の速度分布緩和評価コード（FIT）を用いた圧力非等方度の評価手法を提案する。
また、トムソン散乱計測，FIR 干渉計測による熱化圧力分布計測と組み合わせて精度良い
定量評価を目指す。 
 
 以下、本研究と従来の研究の違いについて列挙する。 
・ 大アスペクト比近似式では仮定した回転変換分布を用いていたが、自由境界 VMECを
用いることにより有限ベータによる回転変換の変化を考慮した評価が可能である（有

限ベータにおける回転変換の変化の例は図２．２．１参照）。 
・ 等方圧力を仮定した場合、大アスペクト比近似式（５．１．３）を用いた解析では P.S.
電流の作り出す磁場はベータ値と線形関係であり、この関係が非線形性を持つ場合に

は精度が劣化する。3 次元 MHD 平衡解析によると、高ベータ領域ではこの関係が非
線形になることが知られている。３．４．１節に示した“自由境界 VMEC＋DIAGNO”
を用いた手法ではベータ値と P.S.電流の関係が非線形であっても精度が劣化しない 
・ P.S.電流は圧力勾配に依存する為、全圧力や圧力非等方度だけでなく圧力分布にも依存
すると考えられる。従来の研究[2, 3]においては圧力分布を仮定していたが、LHD に
おいてはトムソン散乱計測と FIR干渉計測による精度良い熱化圧力分布計測が可能で
あり、圧力非等方度の評価において圧力分布の不確定性の心配が無い 
・ DIAGNO は実座標上でプラズマ位置と磁気計測器配置の相対距離から磁気計測器の
磁束を計算する。楕円断面形状をしたヘリカルプラズマや、LHDのサドルループのよ
うな複雑な形状の磁束ループの配置に対して両者の形状を考慮し、円形断面でプラズ

マを近似する近似式に比べて精度良い解析を行うことができる。 
・ 従来の研究[2, 3]では単一放電中の圧力非等方度の時間変化を示しており、多くのショ
ットで磁気計測信号から圧力非等方度への較正式や較正係数を評価したり検証した報

告はない。本研究では磁場強度，密度，加熱パワー，及びベータ値といった実験条件

の異なる多くのショットに対しての解析を行い、妥当性のある較正式と較正係数を導

出する。 
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５．２．LHDにおける磁気計測による圧力非等方度の観測例 

 
 図５．２．１に LHD実験において圧力非等方度が大きく変化する場合の典型的な放電波
形を示す。ECH（図(a)）によりプラズマ生成を行った後、NBI（ポート通過電力合計 5.5MW）
により t =0.5～2.8 secの間、加熱を行っている（図(b)）。時計周り方向と反時計方向のほぼ
パワーの等しい NBI１台ずつのバランス入射により、トロイダル電流の小さな放電を得て
いる。燃料供給はガスパフを用いており、時間的に徐々に密度が上昇する様にガス供給流

量を制御している（図(h)）。 
まず、等方圧力を仮定してこの放電の各パラメータの時間変化の振る舞いを考察してみ

る。1.2 secからガスパフが offとなる 2.2secまでに注目するとΦdiaはほぼ一定（若干上昇）

の傾向であり（図(c)）、熱化圧力分布計測による体積平均ベータ値（<βkin>）の傾向もΦdia

と同じ傾向である（図(d)）。従って等方圧力を仮定するとベータ値はほぼ一定と考えられる。
しかし、1.2 secから 2.2 secにかけてΦPSは約５０％程度減少している（図(c)）。P.S.電流
が減少している為、磁気軸シフト量も 5 cm程度減少している（図(f)）がこれは P.S.電流が
減少している為と考えられる。磁気軸シフト量は Thomson散乱計測による電子温度分布よ
り評価した（本章付録参照）。P.S.電流や磁気軸シフト量はベータ値に依存するが、その他
にトロイダル電流や圧力分布にも依存する。トロイダル電流は回転変換の変化を通じて P.S.
電流に影響を与えると同時に電流リングのフープ力によって磁気軸位置を変化させる[4]。
また P.S.電流は圧力勾配に依存するため、圧力分布の顕著な変化が起こった場合、P.S.電流
や磁気軸位置に影響を与える可能性がある。しかし、次に述べるように、このΦdia とΦPS

の傾向の違いの要因は正味トロイダル電流や圧力分布が原因と考えることはできない。NBI
バランス入射のため正味トロイダル電流は非常に小さく抑えられており(＜10[kA])、自由境
界 VMECの計算によれば定量的に約 50％程度の P.S.電流や 5 cmの磁気軸シフトの影響を
引き起こす程大きくない。Ip の時間変化の観点からも、1.5sec あたりから増加の傾向がゆ
るやかになっており、それはΦPS の減少の振る舞いと同期していない。また、正味トロイ

ダル電流をフィラメントで模擬し、正味トロイダル電流がサドルループ計測へ与える影響

を簡易評価すると、約 50％程度ΦPSの変化が観測されているのに対して正味トロイダル電

流の影響は約 10％程度のΦPSの変化しか引き起こさない。次にΦdiaとΦPSの振舞いの違い

を圧力分布が原因だと仮定すると、圧力分布が 1.2secから 2.2 secにかけて緩やかな勾配に
なっていくことになる。図５．２．２に Thomson 散乱計と FIR 干渉計による電子圧力分
布の計測結果を示す。観測された圧力分布は時間的に同じから、むしろ急峻化する傾向が

見られる。従って、Φdia とΦPS の傾向の違いの要因はトロイダル電流，及び圧力分布では

ないと考えられ、等方圧力を仮定すると図５．２．１のΦPS とΦdia の時間変化の傾向の振

舞いについて定性的な説明を行うことが出来ない。 
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Φdia とΦPS の時間変化の違いが圧力非等方度の変化による影響だと仮定した場合、以下

のように定性的な解釈を得ることが出来る。 
・NBIは接線方向入射の為、ビーム圧力は p|| >p⊥と考えられる 
・密度が低い場合には粒子間衝突が少ない為に熱化圧力に対するビーム圧力の割合は大

きく、密度の増加に伴いビーム圧力は熱化されていくと考えられる 
・電子密度は1.2secから2.2secにかけて増加しており、従ってp|| /p⊥は1.2secから2.2sec
にかけて減少傾向になると考えられる 
・ΦPS ～(p||＋p⊥)であり、Φdia ～p⊥である為、p|| /p⊥の減少によりΦPS /Φdiaは減少す

る 
 
この考察から図５．２．１に示したΦPS とΦdia の時間変化の傾向の違いは圧力非等方度

の変化によるものと考えられる。言い換えれば、圧力非等方度は２種類の磁束ループの組

み合わせ（ΦPS /Φdia）により検出できる可能性があると言える。 
 
 
 

５．３．圧力非等方度の同定手法 

 
 前節では単一放電における圧力非等方度の検出についての考察を行ったが、本節では多

くの放電における実験データを定量的に評価し、一般性のある圧力非等方度の同定手法の

確立を目指す。 
 
３．４節で述べたように圧力非等方度を同定するためには 
・圧力非等方度指標の抽出 
・FITコードを用いた定量評価 
の２項目の解析が必要である。 
 
圧力非等方度指標の抽出 
圧力等方度指標（ΦPSexp /ΦPSiso）を３．４節で述べた手法により抽出する。ΦPSexpはサ

ドルループの実験データであり、ΦPSisoは等方圧力を仮定した場合のサドルループ磁束の評

価値である。３．４節で述べたように、ΦPSisoの評価を行うために自由境界VMEC+DIAGNO
の計算を行う際、以下の実験条件に一致するように計算を行う。 
イ）ベータ値は実験で得られるΦdiaに一致する 
ロ）圧力分布は実験で得られる熱化電子圧力分布と一致する 
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ここでは以下の手順により、イ）とロ）の条件を満たすΦPSisoを評価する。Thomson 散
乱計測と FIR 干渉計による電子温度と電子密度の積を体積積分することにより電子の熱
化圧力のエネルギー（Welectron）を得ることが出来る。一方、３．３節で述べた手法を用

いることにより、反磁性ループで計測された磁束Φdia から等方圧力を仮定した蓄積エネ

ルギー（Wdia ）を評価することが出来る（イオン圧力，Zeff , 磁力線に垂直方向のビーム
圧力といった要因の為、Welectronと Wdiaは異なる）。自由境界 VMEC に入力する圧力分
布は、Thomson散乱計測と FIR干渉計による電子温度と電子密度の積から得られる電子
の熱化圧力分布を（Wdia /Welectron）倍したものとする。 

 
 また自由境界VMECの入力条件としては圧力の他にトロイダル電流を入力する必要があ
る。トロイダル電流に関しては解析する実験データを無電流に近いものを選び、自由境界

VMECのトロイダル電流の入力をゼロとする事により、無電流における評価を行う。 
 
圧力等方度指標（ΦPSexp /ΦPSiso）を３．４節で述べた手法により抽出したものを図５．

３．１に示す。実験データは磁気軸 3.6mにおける LHD標準配位，磁場強度 0.5T, 0.75T, 及
び 1.5T，トロイダル電流がゼロに近い(Ip<6[kA])，接線 NBIのみによる加熱（ポート出力
パワー3MW～10MW），及び<βdia>=１～２％のデータを対象とした。トロイダル電流に関
しては、トロイダルフィラメントで近似しサドルループへ誘起される磁束を評価した。サ

ドルループの計測磁束に占めるトロイダル電流由来の磁束の割合は 15%以下である。電子
密度＜2×1019[m-3]の領域では電子密度の増加により急激な圧力非等方度指標の減少が見
られ、電子密度が更に増加すると減少の度合いは緩やかになる。圧力非等方度指標の密度

依存性の傾向は５．２節で述べた圧力非等方度の密度依存性に関する定性理解と矛盾しな

い。 
また、図５．３．１の全点に対して NBI粒子の速度分布緩和評価コード FIT（３．４節
参照）を用いてW||/W⊥を評価した結果を図５．３．２に示す。W||とW⊥の評価について
は（３．４．１）～（３．４．３）式を用いている。W||/W⊥は図５．３．１と同様の傾向
であり、電子密度＜2×1019[m-3]の領域では電子密度と共に急激に減少し、更に高い電子密
度になるとゆっくりと減少していく。尚、W||，W⊥とβ||，β⊥の関係については以下の定

義を用いている 

0
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||
||

2µ
β

tvacB

p
=  

0
2 2µ

β
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p⊥
⊥ =  

∫= VpW d
2
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||||  

・・・（５．３．１） 
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∫ ⊥⊥ = VpW d
2
2

 

 
ここで等方圧力(p||=p⊥ またはβ||=β⊥)の場合、W||=2W⊥となりW||/W⊥=0.5が等方圧力
に対応する。 
 
図５．３．３には圧力等方度指標とW||/W⊥の相関を示す。相関係数は 0.97であり非常
に強い相関を確認できた。１次フィッティングによる両者の関係式を以下に示す。 

PSiso

PS

W
W

Φ

Φ
+−=

⊥

exp|| 3.18.0  ・・・（５．３．２） 

 非常に強い相関の基で磁気計測より圧力非等方度を導出する較正式が導出できたことか

ら、この較正式を用いて磁気計測による圧力非等方度の定量評価が可能である。若干のバ

ラつきは正味トロイダル電流が絶対値は小さいが内部で分布を持っていること，低密度で

は真空容器壁からの放出ガスにより Zeffの仮定と実際との差が生じる可能性が高く、FITの
ビーム圧力の計算に影響を与えたこと，及びビーム圧力分布と熱化圧力分布が異なること

等が原因と考えられる。特に比較的非等方度が大きいデータ（即ち低密度領域）のバラつ

きが大きいことは Zeffの仮定と実際との差と考えられる。また、図５．３．３から LHDの
NBI 放電では密度が低い領域では W||/W⊥が３を超える平行方向圧力成分が非常に強いプ
ラズマが生成されていることが分かる。 
  
 ここで、図５．３．１と図５．３．２で同一電子密度領域における圧力等方度指標（Φ

PSexp /ΦPSiso）とW||/W⊥のバラつきについて議論する。NBIの加熱パワーの増加はビーム
圧力を増加すると考えられる。また、同じ加熱パワーでもプラズマ温度が高くなると衝突

は少なくなり、ビーム圧力は温度が低い場合に比べて大きいと考えられる。これらが圧力

非等方度の違いにも反映される。図５．３．１と図５．３．２の解析では３種類の磁場強

度を用いており、同じ密度，及び同じ NBI 入射パワーでも吸収パワー（Pab）は異なる。

Pabは FIT により評価され、プラズマ温度と加熱パワーに強く依存する。図５．３．４に
Pabを用いて圧力等方度指標（ΦPSexp /ΦPSiso）とW||/W⊥を示す。図５．３．１のデータで
は圧力等方度が密度だけでなく、Pabにも強く依存していることがわかる。 
 
 本研究で用いた手法は等方圧力を仮定した平衡コードと磁気計測器信号解析コードに加

え、NBI 粒子の速度緩和コードを用いた圧力非等方度の定量評価を行っている。近年、非
等方圧力を取り扱うことの出来る VMECが開発された[5]。非等方圧力 VMECを磁気計測
器と組み合わせることにより、平衡コードと磁気計測器信号解析コードから圧力非等方度

を直接定量評価できる可能性がある。現在開発されている非等方圧力 VMECは固定境界で
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あり、磁気ポテンシャルの構築を通じて磁気計測器信号を解析する DIAGNOは適用が出来
ない。３章で述べた JDIAは固定境界 VMECに対しても用いることが出来、今後本研究で
用いた手法と非等方圧力 VMECを用いた手法の比較が課題である。 
 
 
 

５．４．LHDの平衡研究に対する非等方度同定手法の適用結果 

 
前節までは圧力非等方度の評価手法について述べた。本節ではその評価手法の適用例と

して、圧力非等方度と磁気軸シフトとの関係について述べる。尚、図５．３．３で較正式

の導出に用いた実験データとは異なるデータ群に上記手法を適用した。 
 
 図５．４．１に本節で解析対象とする実験データの各パラメータの電子密度依存性を示

す。実験データの条件として、磁場配位は LHD標準配位(磁気軸 3.6m)で、トロイダル電流
が小さく、接線 NBIのみによる加熱といった実験条件は図５．３．３に示したデータ群と
同じ条件である。運転磁場強度は Bt0=1.5Tのみ，接線 NBIの入射パワーがほぼ 4MWで一
定，<βdia>=1％でほぼ一定，及び圧力分布がほぼ同じ（図３．４．２に示した中間分布よ
りやや急峻な分布）といった条件が異なる。圧力分布は図５．４．１にピーキングファク

ターとして示している。ピーキングファクター=Pe0 /<Pe >であり、Pe0はプラズマ中心の熱

化電子圧力，また<Pe>は熱化電子圧力の体積平均である。熱化電子圧力は Thomson散乱計
と FIR干渉計により得た。また、磁気軸シフト量も Thomson散乱計により得ている。 
図５．４．１(４段目)より電子密度 2.5×1019[m-3]では約 10cm の磁気軸シフト量が観測
されている（実験データは全て真空配位における磁気軸が 3.6m である）。電子密度が上昇
するに従って磁気軸シフト量は減少し、電子密度 5.0×1019[m-3]では磁気軸シフト量は約
5cmとなる。また、ΦPSも明確な密度依存性が見られる(図３段目)。これらの実験データの
正味トロイダル電流が小さい(＜3.3[kA/T])事から、等方圧力を仮定した場合、磁気軸シフト
の違いはベータ値と圧力分布が想定される。ベータ値はほぼ一定であることが分かる（図

１段目）。ピーキングファクターは図３．４．２に示した中間分布の場合 2.0～2.2 であり、
急峻分布の場合 2.7～3.0 である。従って圧力分布は中間分布よりやや急峻な分布でほぼ一
定であり、電子密度に対する依存性も無いことが分かる（図２段目）。従って等方圧力を仮

定した場合、磁気軸シフト量はほとんど同じであると考えられる。しかし、実験データか

らは顕著な磁気軸シフトの密度依存性が見られる事から等方圧力を仮定した場合は磁気軸

シフト量に現れる違いを説明することは難しい。 
 次に図５．４．１の磁気軸シフト量の電子密度依存性の原因として圧力非等方度の違い

を検討してみる。図５．４．２に磁気計測と（５．３．２）より評価した圧力非等方度の
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密度依存性を示す。前節までの解析同様に圧力非等方度の電子密度依存性が確認できる。

非等方圧力を考慮した場合、P.S.電流は(p||+p⊥)に依存することから磁気軸シフト量もこれ
に依存すると考えられる[5]。円断面と大アスペクト比を仮定した近似式におけるシャフラ
ノフシフトの非等方圧力依存性の解析によると、磁気軸シフト量は次式にて定義する平衡

ベータ値<βeq>に依存することが指摘されている[6]。 

2
|| ><+><

>=< ⊥ββ
β eq  ・・・（５．４．１） 

ここで、<β⊥>と<β||>はそれぞれ磁力線に垂直と平行方向のベータ値を表す。（５．４．
１）はW||/W⊥を用いて 

 





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で表される。<βdia>は磁力線に垂直方向のベータ値である事から、 

 
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
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


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diaeq
||5.0ββ  ・・・（５．４．３） 

と考えることが出来る。また、磁力線に垂直方向が２次元であり、平行方向は１次元であ

ることから全ベータ値として以下のように考えられる。 

3
2|| ><+><

>=< ⊥ββ
β total  ・・・（５．４．４） 

これは<βdia>を用いて 
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で表される。また、<βdia>は磁力線に垂直方向の圧力から等方圧力を仮定してベータ値を
評価しているため、<β⊥>と<βdia>の関係は 

 >>=<< ⊥ diaββ
2
3

 ・・・（５．４．６） 

である。（５．４．３），（５．４．５）及び（５．４．６）から、図５．４．１と図５．４．

２に示した<βdia>とW||/W⊥用いて<βeq>，<βtotal>及び(3/2)<β⊥>を評価することが出来
る。<βeq>，<βtotal>，及び(3/2)<β⊥>と磁気軸シフト量の関係を図５．４．３に示す。磁
気軸シフト量に対する(3/2)<β⊥>の依存性は見られない（相関係数 0.14）が、<βeq>及び<
βtotal>に対する依存性（<βeq>の相関係数 0.89，<βtotal>の相関係数 0.88）は明確に確認で
きる。 
等方圧力を仮定した場合、磁気軸シフトに結びつく圧力の変化は見られないが、非等方

圧力を考慮することにより磁気軸シフトの圧力依存性を確認することが出来た。また理論

的に示唆されている<βeq>に対する磁気軸シフト依存性と図５．４．３の結果は矛盾しない
事も示されたが、<βtotal>に対する依存性も見られる。磁気軸シフトが本質的に<βeq>又は
<βtotal>のどちらで決定されるかを明確に示すためには、非等方平衡コードによる解析や
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W||/W⊥を更に大きく変化させた実験が必要である。 
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付録５．A 電子温度計測を基にした磁気面シフト量の評価 

 
 LHD においてはトムソン散乱計測による電子温度分布が精度良く計測されている[7]た
め、これを用いて有限ベータでの磁気面シフト量の評価が可能である。原理的には電子温

度の最大位置が磁気軸位置であると考えることができるが、比較的平坦な電子温度分布の

場合、その最大位置は計測誤差の影響を大きく受け、磁気軸位置の精度の良い評価が困難

となる。そこで以下に述べる磁気面マッピング手法による磁気軸評価を行う。 
まず８２個の条件（圧力分布は４種類。各圧力分布に対して約１０種類の平均ベータ値）

に対する MHD 平衡計算の結果から得られる磁気面分布を用意しておく。電子温度分布と
磁気面分布を比較し、磁気座標系で最も良くトーラスの内と外の電子温度分布が一致する

MHD 平衡計算結果を選択する。LHD はポロイダル断面においてほぼ楕円状のプラズマ断
面形状であり、トロイダル角を変えていくと楕円がポロイダル方向に回転する。トムソン

散乱計測は横長楕円断面位置において計測している。MHD平衡計算によれば横長断面，縦
長断面などトロイダル角位置によって磁気軸位置が異なるが、最も良くトーラスの内と外

の電子温度分布が一致する MHD 平衡計算結果の横長断面，及び縦長断面における磁気軸
の平均値を電子温度分布から評価した磁気軸の位置とする。マッピング手法のための平衡

計算としては自由境界 VMECを用いたMHD平衡計算結果を用いている。図５．Ａ．１に
マッピングに用いたMHD平衡計算結果の平均ベータ値と磁気軸を示す。 
図５．Ａ．２にマッピング法による磁気軸評価例を示す。図５．Ａ．２の実験データは

真空における磁気軸 3.6mであり、3.6mからのずれが Shafranovシフト量である。反磁性
計測より評価された平均ベータ値の増加によって磁気軸シフト量が大きくなることが分か

る。この手法を用いると磁気軸のシフトだけでなく周辺の磁気面のシフト量も評価できる。 
上記手法では電子温度分布を基にマッピングを行っている。電子密度分布に関しては、

トムソン散乱による計測は絶対較正が完了しておらず、FIR によるアーベル変換を通じた
電子密度分布を用いている。アーベル変換を行う際、電子温度分布のマッピングで得られ

た平衡と矛盾の無い平衡を用いている。また、LHDにおいてはヘリカルリップルの効果に
よりイオンの軌道が磁気面からずれる事が理論的に示唆されている[8]。ヘリカルリップル
の効果による電子の磁気面からのずれは小さいが、イオン軌道の磁気面からのずれは大き

い事から電子密度分布は電子温度分布に比べて磁気面からのずれが大きいと思われる。電

子の磁気面からのずれに関する実験的な理解についてはトムソン散乱による電子密度分布

の計測を通じた検討が必要であり、今後の課題である。これらの事から、今研究ではマッ

ピングにより磁気面分布を評価する際には電子温度分布を用いた。 
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図５．２．２ トムソン散乱計測，FIR 干渉計による熱化圧力分布計測。図５．２．１の
各々の縦線の時間に対応する。 
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図５．３．１ 磁気計測より抽出した圧力非等方度指標の電子密度依存性。（真空配位：LHD
標準配位，磁場強度 0.5, 0.75, 1.5T，<βdia>=1～2%） 
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図５．３．２ FITより評価した圧力非等方度の電子密度依存性。（図５．３．１のデータ
に対応） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図５．３．３ 磁気計測より評価した圧力非等方度指標と FIT より評価した圧力非等方度
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図５．４．１ <βdia>，熱化圧力分布 Peaking Factor，ΦPS，磁気軸の電子密度依存性。

（真空配位：LHD標準配位，磁場強度 1.5T） 
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図５．４．３ 非等方圧力に対する磁気軸の依存性 
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図５．Ａ．１ マッピングに用いたデータベースの平均ベータ値と磁気軸(Rax)（真空配位：
LHD標準配位） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図５．Ａ．２ マッピング法による磁気軸評価例（真空配位：LHD標準配位） 
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第６章 乱れた磁気面を考慮した MHD 平衡コード
を用いた平衡量同定精度向上[1] 

 
 

６．１．はじめに 

 
 磁場に対称性のある２次元トーラス平衡においては、数学的に厳密な意味で１本の磁気

軸の周りを入れ子状に取り囲む磁気面が存在し、対称性のない３次元トーラス平衡におい

ては、数学的に厳密な意味で入れ子状の磁気面は存在しないことが知られている。しかし

ながら、対称性を破壊する磁場の成分が十分小さい場合、共鳴する有理面では有限幅の磁

気島が形成されその周りはストキャスティックな磁場構造が形成されるが、有理面から十

分離れた無理面では last KAM 面と呼ばれるエルゴディックな閉じた磁気面群が構成され
ることが Grad によって示されている[2]。プラズマ閉じ込め磁場という実用的な立場から
見ると、対称性のない３次元トーラス平衡でも磁気島とエルゴディックな閉じた磁力線群

が共存する「閉じた磁気面」が存在すると考えることが出来る。このようなことから通常、

３次元トーラスの一つである LHDでは、通常は実際に存在するであろう磁気島やストキャ
スティックな構造を無視して近似的に入れ子状の磁気面のみで MHD 平衡が較正されてい
ると仮定して MHD 平衡解を求めている。しかしベータ値が高くなると Pfirsh-Shlüter 
(P.S.)電流に起因する対称性を破壊する磁場成分が大きくなり、磁気島や磁気面の乱れ（ス
トキャスティックな磁場構造）が大きくなり、磁気面形状の観点からは、実用的にも入れ

子状の磁気面のみでMHD平衡が構成されているとはみなせない状態になってしまう。 
 従来磁気計測器の較正は、入れ子状の磁気面のみで MHD 平衡が形成されているという
仮定の下で行われている（入れ子状の磁気面を仮定したMHD平衡コード VMECを用いて
いる）。磁気計測器較正の観点からも、磁気島や磁気面の乱れを正確に扱えるMHD平衡解
を用いた較正手法の確立は、MHD平衡の同定精度の向上に繋がると期待される。本章では
磁気面の乱れを考慮した平衡量同定手法を確立し、より精度の高い平衡量の同定を目的と

する。これまでに磁気島や磁気面の乱れを考慮した磁気計測器信号の較正に関する研究は

全くなされておらず、本研究が初めての試みとなる。 
 磁気面や磁気島の乱れを考慮した MHD 平衡解の評価には実空間平衡解析コード
HINT[3]を用いる。これまで HINTと磁気計測器を結びつけた研究の報告はないが、HINT
と実験で計測されるシャフラノフシフトとの比較を行った報告[4-6]があり、これらの報告
と本研究との関連について以下に議論する。 
・ 解析対象は LHDの NBI放電 
・ シャフラノフシフトの計測はトムソン散乱計測による Te 分布を基にしている（付録

５．A参照） 
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・ 実験データはトロイダル電流がゼロに近い放電を集めており、HINTもトロイダル電
流がゼロとして計算している 
・ HINT で評価されるシャフラノフシフトは自由境界 VMEC に比べ、シフト量が小さ
い 
・ HINTで評価されるシャフラノフシフト量は実験データに近い 
・ HINT で評価されるプラズマ境界の形状を固定境界 VMEC の入力条件とすると、磁
気軸シフト量，回転変換分布といった平衡計算結果は両者でほぼ一致した 

   
 シャフラノフシフトは P.S.電流によって引き起こされ、３．１節で述べたようにサドルル
ープ磁束は P.S.電流に敏感である。従って、HINTコードを基にしたサドルループ磁束の評
価を行った場合、自由境界 VMECの評価結果より実験に近い事が推察される。以降、本章
では磁気島や磁気面の乱れを考慮した場合と無視した場合の磁気計測信号強度の理論予測

の違い、磁気島や磁気面の乱れを考慮した磁気計測信号強度の理論予測と実験結果の比較

について議論する。この比較を通じて、磁気計測信号較正の観点から、磁気島や磁気面の

乱れを取り扱った MHD 平衡解を用いた較正手法がどの程度 MHD 平衡量の同定精度向上
に繋がるかについて考察する。 
 
 
 

６．２．入れ子状の磁気面仮定の有無による磁気計測器信号への影

響 
 
 本節では、入れ子状の閉じた磁気面の仮定の有無による磁気計測器信号への影響を検討

する。入れ子状の閉じた磁気面の仮定の有無による磁気計測器信号への影響を検討する上

で、入れ子状の閉じた磁気面を仮定したMHD平衡解である自由境界 VMECと閉じた磁気
面を仮定しない MHD 平衡解である HINT の２つの平衡解に基づいた磁気計測信号の理論
予測と実験結果の比較を行う。３．２節において述べたように HINT 用の磁気計測信号解
析コードには、プラズマ電流に起因した磁気ポテンシャルを計算していないので DIAGNO
は使用できないため、JDIAを用いる。従って、上述の２つのMHD平衡解の磁気計測信号
の評価を行う際には、自由境界 VMEC+DIAGNO（入れ子状の磁気面の仮定有：従来手法），
HINT+JDIA（入れ子状の磁気面の仮定無：新手法）により評価する。 
 
 新手法と従来手法の比較を行う上で、双方の計算条件を一致させる必要がある。真空磁

場に関しては HINT，自由境界 VMEC 共、真空磁場の磁気軸 3.6m の LHD 標準配位とし
た。トロイダル電流分布はプラズマ全領域でゼロとした。自由境界 VMECは圧力を規格化
小半径の関数として入力する。HINTの計算結果として得られた圧力を自由境界 VMECの
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入力とすることにより、圧力分布の整合をとった。自由境界 VMECにおいてはプラズマ領
域の大きさに関する入力条件があるが、実空間でほぼ同じ圧力分布を入力条件として用い

るとプラズマ領域の大きさを変えてもシャフラノフシフト量，反磁性磁束信号及びサドル

ループ磁束信号の大きさは殆ど変わらなかった。（付録６．A参照） 
 
以下、自由境界 VMEC＋DIAGNO(従来手法)と HINT＋JDIA(新手法)を LHD の反磁性
ループ磁束とサドルループ磁束の評価に適用し、比較した結果を示す。 
図６．２．１に反磁性磁束における比較を示す。従来手法と新手法は５％程度の差であ

りほぼ一致している。３．４節にて述べたように蓄積エネルギーと<βdia>は反磁性磁束と
線形関係である為、新旧手法により蓄積エネルギーと<βdia>を評価した場合、その差は５％
程度の差しかない。図６．２．２にサドルループ磁束における従来手法と新手法の評価結

果を示す。ここでは、P.S.電流が作り出す垂直磁場の総量を表すため、プラズマ上部のサド
ルループ 6 個の磁束の和を示している。新旧手法の差は反磁性磁束の場合とは異なり、約
３０％の大きな差が見られる。付録３．Dで示したように自由境界 VMEC＋DIAGNOと自
由境界 VMEC＋JDIA は精度良く一致していることから、図６．２．２に見られる３０％
の差は MHD 平衡解の違いによるものである。HINT と自由境界 VMEC を比較した報告
[4-6]によればHINTのシャフラノフシフト量は自由境界VMECのシャフラノフシフト量よ
り小さいことが示されている。シャフラノフシフトは P.S.電流により引き起こされるため、
図６．２．２の結果と[4-6]の報告は矛盾しない。 
 

HINT と自由境界 VMEC にてシャフラノフシフト量，及び P.S.電流量を比較した結果、
差が生じる要因について検討する。まず、以下の２つの要因が考えられる。 
・ 高ベータの HINT の解析によると次節に示すようにエルゴディック領域に有意な圧
力が見られる。エルゴディック領域の P.S.電流が磁気軸シフトやサドルループ磁束に
影響を及ぼす 
・ 自由境界 VMECはプラズマ境界形状を決める際、閉じた磁気面を仮定するが、HINT
はその仮定が無いため両者のプラズマ境界形状は異なる。プラズマ境界形状はプラズ

マ内の磁気面分布，磁場構造に大きく影響する。プラズマ内の磁気面分布，磁場構造

としてアスペクト比[7]やバンピネス[8]が異なる条件では、その他の平衡条件が同じ
場合でも磁気軸シフト量が異なるとの報告がある。自由境界 VMECと HINTのプラ
ズマ境界形状が異なることにより、磁気軸シフト量が異なる 

 
[6]によれば、HINTの結果として得られるプラズマ周辺の等圧力面を固定境界 VMECの
入力として用いた場合、両者の磁気軸シフトはほぼ一致（±１cm以内）することが報告さ
れている。LHDの磁場配位においてきれいに閉じた磁気面が存在するという仮定が最も成
り立ちにくいのがプラズマの周辺部である。従って自由境界 VMECと HINTでは“最外殻
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磁気面”の決め方が大きく異なり、この形状の決め方の違いがシャフラノフシフトの違い

に繋がっていると考えられる。 
 

 
 

６．３ 乱れた磁気面を考慮したMHD平衡量同定手法の検証 

 
 前節でサドルループ磁束の理論予測に対して MHD 平衡解の評価法の違いで大きな差が
現れた。本節ではサドルループ磁束に関して、計測値と新旧手法による理論予測の比較を

行う。図６．３．１に反磁性磁束に対するサドルループ磁束の実験データと新旧手法によ

る理論予測の比較を示す。２．２節で述べたように LHDのサドルループはトロイダル周期
性と上下対称性を仮定すると６種類のサドルループに分けられる。VMECと HINTは共に
トロイダル周期対称と上下対称を仮定している。この６種類のサドルループの位置はポロ

イダル断面に投影すると図２．３．６の模式図で示した様にポロイダル角度θで特徴付け

られる。図６．３．１においても図２．３．６に対応したポロイダル角度θを用いてサド

ルループ位置を表す。 
実験条件と MHD 平衡解析の計算条件を一致させる為、実験データは計算条件と同じ真
空磁場，トロイダル電流が小さい(|Ip|<7[kA/T])，及び圧力分布がほぼ同じという条件から
選択する。また、HINTと自由境界 VMECは共に等方圧力を仮定している。５章で述べた
ように LHD においては、サドルループ磁束の計測値は接線 NBI が作り出す非等方ビーム
圧力(p ||>p⊥)に対して敏感である。従って、前述の条件に加え、熱化圧力に対してビーム
圧力の割合が小さな実験データを抽出する必要がある。具体的には（ビーム圧力／熱化圧

力）＜２０％のデータを抽出した。ここでビーム圧力は FIT により評価し、熱化圧力はト
ムソン散乱と FIR干渉計による電子温度と電子密度から Te=Ti, Zeff =1として評価した。５
章で述べたようにビーム圧力は密度に強く依存するため、ビーム圧力の割合の小さな実験

データは必然と密度の高いデータ群となり、 en >3.8×1019[m-3]に対応している。 

 図６．３．１より、新手法は従来手法に比べ P.S.電流が実験データに近いことが分かり、
[4-6]の報告と矛盾しない。圧力分布，β値，及び蓄積エネルギーを磁気計測器により同定
する上で、HINTと JDIAによる手法の有効性が示された。 
 
新手法と実験データに注目すると、新手法と実験データとの間の差がサドルループによ

って若干異なる。0°<θ<90°はトーラス外側に配置されてループに対応し、また 90°<
θ<180°はトーラス内側のループに対応する。従って、トーラス内側は外側に比べて実験
データと新手法の差が若干大きい。図６．３．２に HINT コードと実験データの正味圧力
のプラズマ境界位置の比較を示す。プラズマ境界位置として、プラズマ中心から周辺にか
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けての圧力の体積積分値（蓄積エネルギー）が 99%となる位置をプラズマ境界と定義した。
ここでは、横長断面の赤道面上におけるトーラス内側と外側のプラズマ境界位置を示して

いる。実験における境界の評価ために、トムソン散乱と FIR 干渉計による電子温度と電子
密度から蓄積エネルギーを評価し、99%となる位置を得ている。トーラス外側における実験
データと HINTのプラズマ境界位置の差は 7cm程度であるが、内側ではその差が 10cm程
度有る。実験データと新手法についてサドルループ磁束を比較した結果、トーラス内側に

配置されているループが外側より両者の差が大きかった原因は、境界位置の差が要因であ

ると考えられる。図６．３．３は HINT と実験で得られた圧力分布の比較を行ったもので
ある[5]。この図においても、トーラス内側のプラズマ境界付近に実験データと HINTの若
干の圧力の差が見られる。これらの解析において、HINTは磁力線をトーラス５周追跡し、
５周以内に壁に到達した磁力線上の圧力をゼロとした計算条件を用いている。ここで、壁

はヘリカル座標系の計算領域の終端である。特に周辺領域の圧力は、圧力をゼロとするた

めの磁力線の追跡長に強く依存すると考えられる。今後、圧力をゼロとするための磁力線

の追跡長を、磁力線長に応じた長さに設定することにより、より実験に近いプラズマ境界

位置，P.S.電流が得られる可能性がある。 
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付録６．A．自由境界 VMECにおいてプラズマ領域の大きさがMHD
平衡解に与える影響の検討 

 
 自由境界VMECは３章付録で述べた手法によりプラズマ境界形状を評価するが、この際、
プラズマ領域を通過する真空トロイダル磁束Φ0 を入力として与える必要がある。Φ0 を大

きく取るとプラズマ中を通過するトロイダル磁束を大きくする為にプラズマ断面積（及び

体積）は大きくなる。従ってΦ0の入力値によりプラズマ領域の断面積と体積が変化する（図

６．Ａ．１参照）。自由境界 VMEC では規格化小半径の関数として圧力分布の入力値を与
えるが、規格化小半径の関数としての圧力分布が同じであっても、後に示すようにΦ0の選

び方によって磁気軸シフト量や P.S.電流量は変わる。これは図６．Ａ．２に示すように、規
格化小半径としての圧力分布が同じであっても、Φ0が異なる事により実座標で見た圧力分

布が異なる為である。これは rを小半径とすると P.S.電流が dp/drに依存する為である。逆
に実座標で見た圧力分布がほぼ同じという条件でΦ0が異なれば、プラズマ領域周辺部の圧

力が削られるか又は広がる事になる（図６．Ａ．６(b)，及び図６．Ａ．７(b)参照）。プラズ
マ領域周辺部の圧力が削られるか又は広がる事によるMHD平衡解への影響が小さければ、
自由境界VMECやHINTと実験のシャフラノフシフト量や磁気計測信号の違いを調べるに
は実座標で見てほぼ同じ圧力分布の条件の下で比較すれば良い。その影響が大きい場合に

は実座標で見て同じ圧力分布がほぼ同じという条件に留まらず、プラズマ領域境界部の詳

細な圧力分布やプラズマ体積まで一致させた条件の下で自由境界 VMEC，HINT，及び実
験のデータを比較する必要がある。本付録ではΦ0の選び方（即ちプラズマ領域の大きさ）

によってシャフラノフシフト量や P.S.電流量が変わるかどうかを検討するが、実座標で見て
ほぼ同じ圧力分布の条件の下でΦ0の選び方により自由境界 VMEC で計算されたMHD平
衡解がどのような影響を受けるかを調べた。 
 
 まず、本論文で用いているΦ0の値の選び方について述べる。ヘリカル装置においては数

学的に厳密な意味で入れ子状の磁気面は存在しないことが知られている。真空磁場計算に

よると磁気面形状の観点から磁気軸に近い領域は実用的に入れ子状の磁気面が構成されて

いるが周辺領域は磁気面が乱れたり、磁力線が壁に繋がったりしていることが知られれて

いる。図６．Ａ．３，及び図６．Ａ．４は真空磁場における最も外側のきれいに閉じた入

れ子状の磁気面(OMFS；well-defined Outermost Magnetic Flux Surface)の位置や形が磁
気軸の位置を変えることによりどのように変化するかを示している。図６．Ａ．３は横長

断面における OMFS の赤道面上の大半径位置を示しており、図６．Ａ．４は横長断面の
OMFS の形状を示している。これらの図から磁気軸 3.6m 以上の配位では横長断面におけ
る OMFSのトーラス外側位置はほぼ一定であることが分かる。また、磁気軸 3.6m以下で
は OMFSのトーラス内側位置がほぼ一定であることが分かる。この理由はポロイダルコイ
ルによる垂直磁場を大きく制御しても、きれいに閉じた入れ子状の磁気面が構成できる領

域にはヘリカルコイルからの距離で決まる制限がある為と考えられている。有限ベータに
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よるシャフラノフシフトの機構を考えると、P.S.電流による垂直磁場がその要因である。こ
こで P.S.電流による垂直磁場もポロイダルコイルによる垂直磁場同様に、垂直磁場が大きく
変化してもきれいに閉じた入れ子状の磁気面が構成できる領域には制限があると考えられ

る。そこで、ベータ値や圧力勾配が大きくなりそれによる大きなシャフラノフシフトが発

生しても、磁気軸 3.6m以上では横長断面における OMFSのトーラス外側位置はほぼ一定
であり、磁気軸 3.6m 以下では OMFSのトーラス内側位置がほぼ一定であると仮定する。
またその位置は図６．Ａ．３に示した位置と同じであるとする。この仮定を用いることに

より、自由境界 VMECにより得られるプラズマ領域の境界の空間位置１点が決まる。プラ
ズマ領域の境界の形状は自由境界 VMEC によって評価され、その大きさはΦ0に依存する

ので、プラズマ領域の境界の空間位置１点が決まればそれを満たすΦ0は一意に決まる。以

上を纏めると、自由境界 VMEC に入力するΦ0を決める事とプラズマ境界位置の１点を決

めることは等価である。その位置は横長断面における真空配位の OMFSの赤道面上のトー
ラス外側位置（磁気軸 3.6m 以上の場合）、または内側位置（磁気軸 3.6m 未満の場合）と
同じとする。ここで、LHD の高ベータ実験で典型的な磁場配位（真空での磁気軸 3.6m）
を例に示す。 
 
自由境界 VMEC の入力として横長断面における真空配位の OMFS の赤道面上のトーラ
ス外側位置をプラズマ領域の境界が通るとして決めたΦ0を用いてMHD平衡解を計算した
時のプラズマ領域の境界の形状を図６．Ａ．５に示す。ベータ値の上昇と共に磁気軸やプ

ラズマ領域の境界のトーラス内側位置はトーラス外側にシフトしているが、プラズマ領域

の境界のトーラス外側位置は前述のように固定している。トーラス外側にリミターがある

ように見えるのでこのΦ0の決め方をトーラス外側リミターモデルと呼ぶ。本研究において

もトーラス外側リミターモデルを用いている。トーラス外側リミター位置（即ちΦ0の決め

方）によって磁気軸シフト量や P.S.電流量が変化するかどうかを以下に検討する。 
規格化小半径で見て圧力分布が同じであれば、Φ0が異なれば実座標で見た圧力分布は異

なる（図６．Ａ．２参照）。Φ0が小さい方の圧力分布をリファレンスとする。Φ0を大きく

した圧力分布は実座標で見ると図６．Ａ．６(a)に示すようにリファレンスより broad にな
る。実座標で見た圧力分布が同じ条件を作る為に、Φ0を大きくした場合の圧力分布を規格

化小半径で見て、より急峻にして、図６．Ａ．６(b)に示すようにリファレンスと実座標で
見た圧力分布が同じようにする。実座標で見た周辺領域の圧力分布は図６．Ａ．６(b)に示
すようにリファレンスとのΦ0を大きくした場合では違いが生じる。また、逆にリファレン

スよりΦ0を小さくした場合は、規格化小半径で見た圧力分布の勾配をリファレンスより緩

やかにすることにより、周辺領域を除き実座標で見た圧力分布がほぼ同じ条件を作ること

が出来る（図６．Ａ．７）。この様に実座標で見た圧力分布がほぼ同じでΦ0 の大きさが異

なる条件を作り、自由境界 VMEC，及び DIAGNO によって磁気軸シフト，サドルループ
磁束を比較したものを図６．Ａ．８と図６．Ａ．９に示す。本章における自由境界 VMEC
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の解析にはトーラス外側リミター位置 R=4.677m を用いている。図６．Ａ．８はリファレ
ンスはトーラス外側リミター位置 R=4.551m とし、リファレンスのΦ0より大きなΦ0とな

るトーラス外側リミター位置 R=4.677m との比較を行っている。即ち、図６．Ａ．６に示
した関係に相当する。また、図６．Ａ．９はトーラス外側リミター位置 R=4.727m と、そ
れよりΦ0が小さいトーラス外側リミター位置 R=4.677mとの比較を行っている。即ち、図
６．Ａ．７に示した関係に相当する。図６．Ａ．８，及び図６．Ａ．９より、実空間でほ

ぼ同じ圧力分布を入力条件として用いるとトーラス外側リミター位置を変えても、シャフ

ラノフシフト量やサドルループ磁束信号の大きさは殆ど変わらない事が分かる。即ち、プ

ラズマ領域の大きさに相当するΦ0の選び方を変えても、実空間でほぼ同じ圧力分布で比較

する限り、シャフラノフシフト量やサドルループ磁束信号の大きさは殆ど変わらないこと

が分かった。 
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図６．２．１ 新旧手法による反磁性ループ磁束の評価（真空配位：LHD標準配位，圧力
分布：intermediate，トロイダル電流：ゼロ） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図６．２．２ 新旧手法によるサドルループ磁束の評価（真空配位：LHD標準配位，圧力
分布：intermediate，トロイダル電流：ゼロ） 
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図６．３．１ サドルループ磁束の新旧手法による評価結果、及び実験データ（真空配位：

LHD標準配位，磁場強度：1.5, 2.0, 2.75T ） 
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図６．３．２ プラズマ境界位置のベータ値依存性（図６．３．１の実験データに対応）。

プラズマ中心から周辺にかけての圧力の体積積分値（蓄積エネルギー）が 99%となる位置
をプラズマ境界と定義し、Rin@Wp99%は横長断面の赤道面上におけるトーラス内側位置，
Rout@Wp99%はトーラス外側のプラズマ境界位置を表す。 
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図６．３．３ HINT計算結果のポアンカレプロット（黒線），圧力分布（青線）と熱化圧
力分布計測（赤丸）の比較（参考文献[5]より抜粋） 
 
 

 

○   熱化圧力分布 
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図６．Ａ．１ プラズマ中を通過する真空トロイダル磁束Φ0を変えた場合の(a)磁気軸，(b) 
Φ0, (c)プラズマ体積の変化（真空配位：LHD標準配位(磁気軸3.6m)，圧力分布：intermediate，
トロイダル電流：ゼロ）。ここで、Φ0はトーラス外側リミタモデルによって評価しており、

トーラス外側リミタ位置を３種類変える事によりΦ0を変えている。 
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図６．Ａ．２ 規格化半径の関数としての圧力分布が同じでΦ0 が異なる場合の実座標上の

圧力分布の模式図 
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図６．Ａ．３ 横長断面における OMFSの赤道面上の大半径位置の真空配位（磁気軸）依
存性 
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図６．Ａ．４ プラズマ境界の真空配位（磁気軸）依存性 
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図６．Ａ．５ トーラス外側リミターモデルを用いて自由境界 VMECで評価したプラズマ
境界（真空配位：LHD標準配位(磁気軸 3.6m)，圧力分布：intermediate，トロイダル電流
ゼロ） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図６．Ａ．６ リファレンスに対してΦ0を大きくした場合の圧力分布の一致させ方 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
図６．Ａ．７ リファレンスに対してΦ0を小さくした場合の圧力分布の一致させ方 
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図６．Ａ．８ リファレンスより大きなΦ0を用いた場合の(a)磁気軸，(b)プラズマ体積，(c)
サドルループ磁束の評価結果。リファレンスのΦ0は R=4.551mのトーラス外側リミタモデ
ル，リファレンスより大きなΦ0は R=4.677mのトーラス外側リミタモデルを用いて評価し
た（真空配位：LHD標準配位，トロイダル電流ゼロ） 
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図６．Ａ．９ リファレンスより小さなΦ0を用いた場合の(a)磁気軸，(b)プラズマ体積，(c)
サドルループ磁束の評価結果。リファレンスのΦ0は R=4.727mのトーラス外側リミタモデ
ル，リファレンスより大きなΦ0は R=4.677mのトーラス外側リミタモデルを用いて評価し
た（真空配位：LHD標準配位，トロイダル電流ゼロ） 
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第７章 総括 
 
 本研究ではヘリカル装置における平衡量同定手法の高度化と高精度化を目指した研究を

行った。 
 第２章では実験装置 LHDの概要とその平衡特性，及び磁気計測器について述べた。 
 第３章では磁気計測の計測対象となる 3 種類の電流（非誘導トロイダル電流，反磁性電
流，及び P.S.電流）について述べた。また、3次元MHD平衡コードと磁気計測器信号解析
コードについて述べた。またそれらのコードと磁気計測の組み合わせによる従来の平衡量

の同定手法について、LHDにおける平均ベータ値と蓄積エネルギーの評価を例として示し
た。従来の平衡量同定手法は以下の仮定を基にした手法であった。 
・全ての磁気面で正味トロイダル電流がゼロ 
  ・等方圧力を仮定 
  ・きれいに閉じた入れ子状の磁気面を仮定 
実験では 

i）有限の正味トロイダル電流及びその多様な分布 
  ii）高エネルギー粒子による非等方圧力 

iii）高βにおける磁気面の乱れや磁気島の存在 
が予想される。本論文では上記の効果を考慮した MHD 平衡量同定の研究を行い、ii)に対
しては従来定量的な計測がほとんど行われてこなかった MHD 平衡量“圧力非等方度”の
同定を行う事を目指した。i)と iii)に関してはそれらの影響を考慮する事により同定する平
衡量の高精度化を目指した。i)に対しては第４章において大トロイダル電流実験における磁
気計測の精度向上の為の新手法を確立した。ii)に対しては第５章において圧力非等方度の同
定手法を確立した。iii)に対しては第６章において有限β効果による磁気面の乱れを考慮し
たMHD平衡計算を磁気計測と組み合わせた新手法を提案した。 
 
①トロイダル電流駆動実験におけるMHD平衡量の同定精度向上 
 平均ベータ値と蓄積エネルギーを反磁性ループにより同定する際、反磁性電流由来のト

ロイダル磁束に対してトロイダル電流が由来のトロイダル磁束が無視できない場合には、

それを補正する必要がある。従来は大アスペクト比近似式を用いた補正を行っていた。本

研究では磁気計測器信号解析コード JDIAを新たに開発し、3次元MHD平衡コードを用い
た新手法を提案した。大アスペクト比近似式と本手法の比較，及びその差についての定性

的な考察により本手法による補正の有効性が示されたと言える。また、実験データ解析に

適用し、熱化圧力計測との比較を行う事により本手法の妥当性を示した。 
 
②非等方圧力の同定 
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 従来、圧力分布や回転変換分布を仮定した大アスペクト比近似式による圧力非等方度を

計測した報告があるが、本研究は 3 次元 MHD 平衡コードと磁気計測器解析コード，及び
NBI 粒子の速度分布緩和評価コードを用いて圧力非等方度を同定した。本手法では圧力分
布の不確定性の心配が無い事や磁気計測器配置を考慮可能であることなどの長所を持つ。 
精度の良い定量評価を行う為に圧力分布や熱化ベータ値に依存せず、圧力非等方度のみ

に強く依存する圧力非等方度指標の抽出方法を確立した。圧力非等方度指標は密度依存性

を基にした圧力非等方度の定性理解と矛盾せず、また NBI粒子の速度分布緩和評価コード
と強い相関が見られた。従って精度の良い圧力非等方度の計測が行えたと言える。また、

その相関から圧力非等方度指標から圧力非等方度に定量化する為の較正式を導出した。同

定した圧力非等方度の平衡特性研究への適用例として、圧力非等方度と磁気軸シフトとの

関係について示した。 
 圧力非等方度指標は磁束の比であるため、圧力非等方度の情報は含むが圧力非等方度指

標の絶対値が直接、圧力非等方度（例えば W||/W⊥）を定量的に表す訳ではない。従って、
本手法では圧力非等方度から定量評価の段階において NBI粒子の速度分布緩和評価コード
を用いている。将来的には、磁気計測と平衡コード及び磁気計測信号解析コードだけから

圧力非等方度を定量評価し、その圧力非等方度を NBI粒子の速度分布緩和評価コードと比
較することが望ましい。これを実現するためには、非等方圧力を考慮した平衡コードが必

要である。本論文の成果の一つである JDIAコードは現在海外で開発中の固定境界非等方圧
力 VMECの結果を基に磁気計測器信号を解析することに対応出来る。 
 
③乱れた磁気面を考慮したMHD平衡コードを用いた平衡量同定精度向上 
従来磁気計測器の較正は、入れ子状の磁気面のみで MHD 平衡が形成されているという
仮定の下で行われている。本研究では磁気面の乱れを考慮した MHD 平衡量同定手法を確
立した。これまでに磁気島や磁気面の乱れを考慮した磁気計測器信号の較正に関する研究

は全くなされておらず、本研究が初めての試みである。 
 磁気面の乱れを考慮した平衡計算には HINT コードを用いた。従来の磁気計測器信号解
析コードでは HINTコードの結果から磁気計測器信号を評価する事が出来ないが、JDIAコ
ードはその評価が可能である。新手法（HINT＋JDIA）により評価したサドルループ磁束
（P.S.電流計測）は従来手法（自由境界 VMEC＋DIAGNO）より実験データに近いことが
示された。圧力分布，β値，及び蓄積エネルギーを磁気計測器により同定する上で、新手

法の有効性が示されたと言える。今後更に、HINTコードと温度や密度等の計測結果との比
較を基に分布計測結果と矛盾のないHINTコードの利用法(圧力をゼロとするための磁力線
の追跡長を磁力線長に長さに応じて適当に設定する等)を確立することにより、より実験に
近い P.S.電流が得られる可能性がある。 
 磁気面の乱れを考慮した MHD 平衡量同定手法を前述の①，②に適用した際の影響につ
いて検討する。①においては、トロイダル電流由来のトロイダル磁束を評価する上で回転
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変換が大きく影響する。有限ベータ効果により回転変換は変化する。HINTコードを適用す
ることにより、有限ベータ効果による回転変換の変化がより実験に近づく可能性がある。

本論文では、ベータ値の低い放電（0.2%程度）に対してトロイダル電流由来のトロイダル
磁束を評価している為、有限ベータ効果によって回転変換は殆ど変化しない。HINTコード
を適用することにより、高ベータ実験においてトロイダル電流由来のトロイダル磁束を精

度良く評価できる可能性がある。②においては、自由境界 VMECの P.S.電流量が実験デー
タに比べて大きい為、電子密度が高く十分等方に近いと考えられる実験データと自由境界

VMECのP.S.電流量を一致させた上で、圧力非等方度指標を評価している。自由境界VMEC
の P.S.電流量が実験データに比べて大きい影響は、実験データと自由境界 VMECの P.S.電
流量を一致させない場合でも、NBI 粒子の速度分布緩和評価コードを用いて定量評価を行
う際に、較正式の中に取り込まれる。今後、非等方圧力を考慮した MHD 平衡コードを用
いて（この場合、NBI粒子の速度分布緩和評価コードを定量評価には用いない）、直接、圧
力非等方度の定量値を評価する際には、平衡コードの P.S.電流量が実験データと矛盾しない
事が重要である。従って、非等方圧力における MHD 平衡同定を行う上で、閉じた磁気面
を仮定せず、また非等方圧力を考慮することが可能な平衡コード（例えば非等方圧力を取

り扱うことが可能な HINT コード）が切望されるが、現在ではそういった平衡コードは無
く、ヘリカル装置の MHD 平衡同定研究における今後の課題である。また、本論文におい
てはプラズマの回転（シアーフロー）を考慮した MHD 平衡を議論していない。プラズマ
の回転を考慮することが可能な平衡コードの開発も今後の課題である。 
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Hirshman 博士と Ecole Polytechnique Fédérale de Lausanne の W.A. Cooper 博士、 
DIAGNOに関しては Australian National Universityの H.J. Gardner博士、FITに関し
ては京都大学助教授村上定義博士、核融合科学研究所助手舟場久芳博士、MFBE に関して
はMax-Plank-Institut für Plasmaphysikの E. Strumberger博士、核融合科学研究所教授
岡村昇一博士，核融合科学研究所助手鈴木千尋博士にご提供、ご指導を頂きました。厚く

御礼申し上げます。 
 また平衡研究全般に渡り日本原子力開発機構栗原研一博士，日本原子力開発機構鈴木隆

博博士にご助言を頂きました事を御礼申し上げます。 
 研究のみならず３年間の学生生活を送る上でも核融合科学研究所高温プラズマ物理研究

系，プラズマ制御系を始めとする核融合科学研究所の皆様に公私の場に渡ってお世話にな

りました。厚く御礼申し上げます。また、総合研究大学院大学，名古屋大学，京都大学の
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学生の皆様のご支援に感謝致します。 
 最後になりましたが、愛媛と徳島の家族のいつも温かいご声援とご理解に心より感謝致

します。 
 
 
 


